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巻頭言

エネルギー協会の新たな取組

㈹祁市環境エネルギー協会

専務理蛎

長瀬龍彦

当協会は|H地域冷暖房協会から都ilj環境エネルギー協会へと名称・定款を変更して早くも１年半が経過し

ました。

これにより従来/Mの熱供給分野に加え、IiIil辺分野にまで辮難領域を広げ、都117内ＩＮＩのエネルギー供給処理

システムの環境負荷の少ないものへの組み枠え、都TIjや地域の終､iにおけるエネルギーのあり方、特に個別

エネルギー設備のネットワーク化や未利)Ⅱエネルギーのi門用などについて、多〕C的に取I)組めるようになり

ました。

幸い本協会は新名称に相応しい都市・環境・エネルギーの各分野の会員より樵成されており、既に前述の

ような多元的な取り組みに適した多くの知見とＭｌ門分野を持っていることから、名称変曳後の状況として若

「ではあI)ますが研究委託の期加につなが'〕、さらに事業領域の広がI)によ})新規会貝の墹加も見られると

ころです。

ところで本年はiliil爺湖サミットが開('１１きれますが、地球i品暖化など地球環境'111題は緊急の裸題であり、と

りわけ京Iilj議定卍1:の約束191間llM始の年でもあることから、iii案ガス削減に向けた各国の排１１１最削減M1識も主

要テーマの１つとして、各国の産業政策はもとよ'〕都市政策まで広く議論されることとLLいます。

こうした背景の下、我l1ilでは民１１１１において様々な121主的取紺みがなされ、’五|の各省庁や地方[I治体におい

ては支援・規制。i誘導等の制度改革が積極的に進められつつあります。

現在｣1協会では、ＣＯ削減へ向けた都il7・地域構造や社会システムのあI〕方や街づくI)のIIjでの省CO化の

仕組みづくI〕に|}Uする研究など都ilj櫛jili全体を見据えた総合的都Tl丁政策に|10する研究を受託し、調交研究を

進めておI)ますが、こうした研究活動の成果をj、じて邪Iij政jlji分野へも寄与できればと考えておI)ます゜

今後、）しＩ協会では環境や省エネルギーから都IIT計lIlli（lil;市防災・都市交通・都市景観・都Tlj整備等）まで

よ})幅広く取り組み斯都11j熱環境の適i[化と省エネルギー都11丁の実現を通じて国民生活のIf1上に貢献するよ

うiii剛して参る所存です。

都市環境エネルギー第89号３



特集

省CO2型のまちづくりに向けて

松田秀夫国土交通省都市・地域整備局市街地整備課長

１．はじめに

本年より京都議定書の第１約束期間が始まり、ま

た、昨年６月のハイリゲンダムサミットにおいて、

｢２０５０年までに温室効果ガスの排出壁を少なくと

も半減させることを真剣に検討する｡」との合意が

なされるなど、地球規模の環境問題への取組に向け

た気運が急速に高まっている。中でも、単体対策に

よる温室効果ガスの削減に一定の限界が見られる状

況において、集約型都市構造への転換をはじめとす

る都市行政分野における都市環境対策が大きくクロ

ーズアップされているところである。

以下、都市行政における環境対策について述べる

こととしたい。

２．これからの市街地整備と環境対策

わが国においては、高度成長期以降、一貫として

都市に人口が集中し､都市の外延化が進行してきた。

この結果、拡散した市街地をベースに郊外型の

生活スタイルが定着するにいたっている。

一方、わが国の総人□は２００５年をピークに減

少局面へと突入したところであり、今後の都市政策

のあり方として、こうした都市構造をこのまま放置

するのか、あるいは集約型都市構造へと再編を図る

のか、今まさに選択を迫られている状況にある。

このような中、昨年７月２０曰の社会資本整備審

議会答申「新しい時代の都市計画はいかにあるべき

か。（第二次答申)」において、持続可能な都市を実

現するためには、わが国の都市を集約型都市構造へ

再編することが不可欠であるとの提言を頂いたとこ

ろである。

擾点的IIJ街地の形成の形成をはじめとする市街地整伯施域のＩ凶！

社会貿本豆笛審脳会答申（市街地整備施筑０８係部分）の極
(群伯Ｉ

を●因）

４都市環境エネルギー第89号
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特集

この中では、これからの市街地整備のあり方に向

けて展開すべき主要な施策として、「市街地の持続

的発展に向けた地球環境問題等への対応」が位置づ

けられており、今後の市街地整備においては、都

市・地区レベルで地域冷暖房や未利用エネルギー等

の効率的活用を推進するなど、環境に貢献する施設

の整備推進を図ることが必要であるとの答申を頂い

ている。

このように、これからの市街地整備においては、

より一層、環境対策も視野に入れて進める必要があ

る。

ａ国交省都市・地域整備局における環境への取組

市街地整備課がエコまちネットワーク整備事業を

創設・推進してきたように、国土交通省においても

各部門にわたる環境対策を推進しＣＯ２削減に向けた

取組を進めてきたところであるが、今後一層、都市

構造全体を見据えた総合的な取組が求められてい

る。

そこで、都市・地域整備局としては、実行ある省

ＣＯ２対策の実現に向け、長期的目標を見据え、土地

利用、市街地整備、交通分野、下水道未利用エネル

ギーの活用、骨格的緑地配置など、都市を構成する

各要素の対策を相互に連携させた総合的な都市政策

の実施を検討しているところである。

具体的には、①集約型都市構造に向けた総力戦的

取組、②都市のみどりの保全と創出、③下水道ポテ

ンシャルを活用した地域全体の省ＣＯ２対策の推進、

④拠点的市街地における包括的な都市環境対策の推

進、の４つの政策を総合的に実施していく考えであ

る。

この中で、特に④については、来年度の新規施策

として事業創設を予定しており、今後の市街地整備

と併せた積極的な活用を期待している（次頁参照)。

４．おわりに

京都議定書の削減約束の達成は当然のこと、今年

７月に開催される洞爺湖サミット等におけるポスト

京都議定書の議論において、省CO2型の都市構造の

実現は、真剣に検討すべき課題である。

２０５０年にＣＯ２排出量の半減に向けて、我々は省

ＣＯｇ型のまちづくりを着実に推進していく責務があ

る。この中で、エネルギーの面的利用による都市の

エネルギー環境の改善は効果の高い中心的な施策で

あることからも、今後ともより一層の活用を期待す

る。

ＣＯ２型の「．けた：：''@l：

醤えた艶全ﾖTRX取組0

CDZ創瀦に向け圏目色的g都市醗霞、囮箇

実行ある省CO2対策の実現に向け.長期ﾖｦｮ原を見据え、土地手11馬.市街地堅(Ｈ１交通分野.下水道栄ﾁﾘ雨エネル
ギーの活用蕾､骨橘的緑地配錘と都市を柳成する各要累の対筋を相互に幽順せた鴬合､徳祁市政錆を実施

☆纂的璽剖市横道に同H1E綴内戦的取組
・配市･地較鱒台交通Ｗｉ趣)繼迫､典的拠点における邨市纏能の典胴土地1ﾘ用の隅導.６d市ＰＷﾘ流の円滑化

厩８８市⑨計りlの保全とgU出
１．７Fと！】の末シトワークにより．都芹了の骨幡W字或や卸ｉｉｉの分扉化に資Ｊるみとりの【白l廷咽頭源の随俣を蛇合的Iこ樋、
1-_＿__＿＿

'す聯ii1縮刷ﾂﾙ繍奪N聯繋鰯Ｉ野鯛MIli11H…ルー…雪…
省ＣＯ２誌員を槍辿

靭亘的市街地における包猛的び都市R臣y館河議、区魍

☆各1Ｆ施策とＣＯ２ｎＩ１減効果についてIさ必ずしも明らかになっていない部分Ej多く、具t軸勺な施!ＩＩの計画簾
定や実施に当たり、ｃｏ２ｌｊｌ出団や施策によるＣＯ２削減効果を、交通体系．士地了１１用、市街地の現況な
どとFJI連づけてより正確に花促し〒則するための穐合0勺調査を実施し、この鰭果を基に評１画手法やガイド
ラインの筑定を行う

出典：国土交通省都市・地域整備局

都市環境エネルギー第89号５
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先導的都市環境形成総合支援事業について
(市街地整備課平成20年度新規施策）

国土交通省都市・地域整備局市街地整備課

１．先導的都市環境形成総合支援事業の創設

我が国のＣＯ２総排出量のうち、約１／２が主とし

て都市活動に起因しており、このＣＯ２排出塁は顕著

に増大する－万で、吸収源となる都市部のみどりは

減少している。このことからも、今後は都市政策と

して環境対策に取り組むことが急務である。

このため、集約型都市構造の実現に資する拠点的

市街地等において、地区・街区レベルにおける先導

的な環境負荷削減対策を強力に推進するため、エネ

ルギーの面的利用の促進、民有地等を活用した緑化

の推進、都市交通施策の推進に向けた支援制度の拡

充を図るとともに、計画策定、コーディネート及び

社会実験・実証実験等に対する新たな支援措置を創

設したところである。

以下、既存事業の特例、及び新たな支援措置から

成る「先導的都市環境形成総合支援事業」について

紹介する。

２．新たな支援措置(先導的都市環境形成促進事業）

公民が一体となった先導的な都市環境対策を強力

に支援するため、次の三つのメニューの新たな支援

措置を創設している。

１）計画策定費補助

先導的都市環境形成計画の策定に要する経費

に対する補助

２）コーディネート事業費補助

都市環境対策の実施に向けて関係者の合意形

成を図るために必要な調査検討等に要する経費

に対する補助

３）社会実験・実証実験等実施費補助（５年間の

限定措置）

先導的な対策の本格実施に先立ち必要な社会

実験、実証実験、ソフト活動等に要する経費に

対する補助

《拠点的市街地等における地区・街区レペルの先導的な都市環境対策》
地区．街区レペルにおいて、行政、民間事業者が行う＄業．
対策を包括的に定めた都市瑠境対策に関する計画を策定

百…

計画においてＣＯ２など環境負荷低滋効果等の目標を殴定
一

琿境貢献の高い計画に対して、包括的かつ集中的に支授

`螺

ii壁Ｉ蟻錘ら鰡謬
図－１先導的都市瑠境形成総合支援願業の概要

６都市環境エネルギー第89号



特集

これにより、先導的都市環境形成計画に位置づけ

られた区域においては、都市再生緊急整備地域の外

においても当該事業が実施できる他、現在までは補

助対象外であった地域冷暖房施設本体についても補

助対象となる。

３．エコまちネットワーク整備事業の特例

先導的都市環境形成総合支援事業では、先導的都

市環境形成計画を策定した区域において、みどり分

野の「緑地環境整備総合支援事業｣、交通分野の

｢都市交通システム整備事業」においても制度の特

例が設けられているが、今回はエネルギー分野の

｢工．まちネットワーク整備事業」の特例を紹介す

る。

エコまちネットワーク整備事業は、都市再生緊急

整備地域内の既往の地域冷暖房等のプラントを熱導

管で連結して一体運用を行うことにより、地区・街

区レベルでのエネルギー環境の改善を図るものであ

る。平成１９年度は、札幌市、千代田区、名古屋市

の3地区で事業が実施されているところである。

しかし、都市のCO2排出量の更なる削減のために

は、エネルギーの面的利用の区域を積極的に広げる

必要があることから、先導的都市環境形成計画に位

置付けられた地区において、図－２に示すように、

地区要件の緩和、補助対象施設の追加といった拡充

を行っている。

４おわりに

単体対策に加えて今後は面的な対策を推進するに

あたり、地区・街区レベルにおける環境の目標を策

定し、それに向けて包括的な対策を実施するスキー

ムの重要性が、２１世紀環境立国戦略（平成１９年６

月１日閣議決定）や、社会資本整備審議会答申（平

成１９年７月２０日）などにおいても取り上げられて

いるが、先導的都市環境形成総合支援事業は、まさ

にこのスキームに即したものである。

また、先導的都市環境形成促進事業は、地区・街

区レベルの環境削減対策を推進するための幅広い提

案を受け入れる事業でもあり、当該積極的な活用を

検討願いたい。
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人ロ減少社会における都市づくりと地球環境

独立行政法人国立環境研究所主任研究員藤野純一

1400万人が被害に遭った。６，７月は欧州南東部

を熱波が襲い、７月２３日にはブルガリアで史上最

高の４５度を記録した。ＷＭＯと国連環境計画が共

同設置する「気候変動に関する政府間パネル

(|ＰＣＣ)」の報告書によると、過去５０年で異常気

象は増加傾向にあり、気温上昇による降雨、熱波が

著しい。今後加速する可能性が高いという２１。

日本でも、温暖化した将来のデモンストレーショ

ンが行われた。2007年７月に日本を横断した台風

は、観測史上最大のものだった。２００７年の夏は

熱中症注意報がテレビで頻繁に流れ、実際に多くの

方が被害に遭った。温暖化が進むと海面温度が上昇

して台風やハリケーンの規模が大きくなることや、

真夏曰の増加による熱中症被害の増大、冬の最低気

温が高くなることによる蚊を媒介するマラリアやデ

ング熱の伝染拡大、気候の様相の変化などが起こる

ことが予想されている。

2007年５月２４日安部前首相は、「世界全体の

温室効果ガスの排出麺を現状に比して２０５０年ま

でに半減する」ことを世界共通の目標としたＣｏｏｌ

Ｅａ｢ｔｈ５０を表明し、イノベーション技術の開発、

低炭素社会の構築、国民一人ひとりの努力による実

現を提案した。２００７年６月にドイツで行われた

ＧＢハイリゲンダムサミットにおいて、ＧＢ主要国

首脳は、２０５０年世界半減について真剣に検討す

ることを合意し、２００７年９月にニューヨークで行

われた国連総会でも世界半減目標に対して賛同の意

見が相次ぎ、１２月にバリで行われたＣＯＰ１３でも

目標値として何度も言及された。福田首相もＣｏｏｌ

Ｅａ｢ｔｈ５０を継承し、２００８年７月７曰からｇ曰に行

われるＧＢ洞爺湖サミットに向けた準備を進めてい

る。

１自然は待ってくれない

２００７年も、温暖化に関するさまざまな出来事

があった。ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）

は２００１年以来6年ぶりに第４次評価報告書を出し

た。２月にパリで開催された第１作業部会が「温暖

化の原因は人間が排出した温室効果ガスにほぼ間違

いない」ことを報告し、４月にブリュッセルで行わ

れた第２作業部会が「温暖化の影響は既に生じてお

り、今後一層深刻化する恐れが大きい」と警告、そ

して、５月にバンコクで行われた第３作業部会では

｢二酸化炭素１トンの排出に１００ドルのコスト価格

を付加すれば、２０３０年の排出は現状と同等かそ

れ以下に抑えられる」と実行の可能性を示した。最

後に１２月にバレンシアで採択された統合報告書で

は「温暖化のもたらす危険性は６年前に比べて高ま

っており、今後２０～３０年の対策とそのための投

資が重要である」と結論付けたい。これらはマスコ

ミで盛んに取り上げられ、一般の人々の話題にあが

った。

しかし、自然は待ってくれない。世界気象機関

（ＷＭＯ）は２００７年B月７日今年前半に世界各地

で洪水や熱波など記録的な異常気象が起きたとの報

告をまとめた。平均地表温度は１月が平年より

１８９度、４月は１８７度高く、１８８０年の記録開始

以来、もっとも高かった可能性があるとしている。

南アジアでは６７月に平年の２倍の４回のモンス

ーン低気圧が発生。インド、パキスタン、バングラ

デシュの豪雨、洪水で５００人以上が死亡、約１千

万人が避難した。ペルシャ湾岸地域では６月、過去

数十年で最大のサイクロンがオマーンとイランに上

陸、オマーンでは５０人以上が死亡した。６月は中

国南部でも豪雨による洪水で１２０人が死亡、約

８都市環塊エネルギー第89号
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②その社会を描いたときに、そこに住んでいる人

はどのようなサービスを必要としているのか、

どんな家に住みたいのか、どんな暮らし方をし

たいのか、そのために鉄やセメントはどれくら

い必要なのかといったことを推計した。

③そして、そのような社会でのエネルギー需要量

を算出した。これは、部屋に照明をつける場合

には、白熱灯から蛍光灯さらに、LED照明とい

ったより省エネ、省CO2の対策を選択すると想

定した。そういったことを積み重ねていくと必

要なエネルギー量が算出され、具体的にどれく

らいのエネルギー量が必要なのかがわかる。

④エネルギー需要量と供給壁のバランスをとって

みて、そのときの一次エネルギー量、二次エネ

ルギー量を求める。そして対策によるＣＯ２削減

量をひとつひとつ積み上げていくボトムアップ

手法により、ＣＯ２排出量が７０％削減になるか

どうかを検討した。

⑤その際、需要側が必要とするエネルギー量を供

給する方法があるのか、また、ＣＯ２の少ないエ

ネルギー源で供給する方法はないのか、検討し

た。

ところで､2050年に世界全体の温室効果ガス排出壁

を現在から50％削減しようとすると､先進国である曰

本はそれ以上の削減努力（たとえば６０％から80％削

減)が求められる。ここでは､脱温暖化2050研究プロ

ジェクト(http://2050niesgoip)で開発している

2050年のCO2制朏箪を１９９０年比７０％削減する低炭

素社会に向けたシナリオ３１を紹介しながら、人々が集

まり活動することで多くのエネルギーを消費してい

る都市の状況と果たすべき役割が何か、考えてみた

い。

ａどうすれば低炭素社会を描けるか

２００４年のプロジェクト開始当初、２０５０年の

温室効果ガスを９０年比６０から８０９６削減するよう

な低炭素社会について説明する度に、「そんな目標

設定は現実離れしていて、できるわけがない｣、と

いう反応を多く受けた。今までの日本のエネルギー

システムが経験してきた改善速度から推計すると、

最大でも４０％削減が関の山なので、やむを得ない

反応だった。しかし、抜本的な対策がとられずに地

球温暖化が進むと、気候の不安定さが増し、そもそ

もの生産墓盤や生活に様々な影響が及ぶことで安定

した豊かな人間活動が送れなくなる恐れが高まる。

そこで、２００７年２月１５日に「２０５０日本低炭素

社会シナリオ：温室効果ガス７０％削減可能性検

討」報告書３１を発表し、2050年に大幅削減が可能
なことを示した。

(2)将来の日本の2つの姿

５０年後に考えられる曰本社会の姿とそれに至る

までの道筋を、シナリオＡ、Ｂの二通りで設定した

が、具体的な違いを表１に示した。シナリオＡ（ド

ラえもん型）は、人々は都市に集中して、活発に働

き続けるという技術志向の社会の姿を描いたもので

ある。シナリオＢ（サツキとメイ型）というのは、

人々がゆとりを求めて郊外に住まいを求めるとい

う、ゆったりとした自然志向の社会の姿であり、必
ずしも高いＧＤＰだけを求めないで社会的貢献をす
る人が増えていくといった社会を描いている。実際
には、この両シナリオが地域ごとにライフステー

ジごとに選択できるよう、お互いが調和しながら将

来の社会を形作っていくものと思われる。

シナリオＡでは－人当たりＧＤＰの成長率を年率

２％、シナリオＢでは１％と想定しているが、エネ
ルギー消費量の増加に直結する暖房や移動（旅行や

都市環境エネルギー第89号９

(1)どうすれば低炭素社会を描けるか

温室効果ガス排出舅の６０～８０％削減と人々が

住みたいと思う社会とが両立する２０５０年の日本

低炭素社会をまず描き、それを実現する対策を考え
る「バックキャスティング」の手法を採用した。具
体的には以下の手順を採用した。

①ＣＯ２削減の目標である2050年の社会がどうな
っているか、まず社会像を描いた。人々がどの

ような社会を選択するかによって、対策も変わ
る。ここではＡ、Ｂの二つの違う社会を描き、
それぞれどのような対策を組み合わせることで
低炭素社会が実現できるかを検討した。
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る人ロ減少社会でも、ビジョンＡでは都市部に人口

が集まり、ビジョンＢでは地方でも人口が残るシナ

リオを想定したが、ＣＯ２排出塁を抑制するには、ど

ちらに住んだほうが良いのだろうか。

住むところによって自動車由来のCO2排出曇がど

れぐらい違うのか、現状を図２に示した。東京や大

阪などの大都市にお住まいの方は、電車や地下鉄、
バスなどの公共交通機関が普及しているため、－人

当たり排出する自動車起源のＣＯ２排出量は１ｔ‐

ＣＯ２／年程度だが、小生の住むつくばのような人口

２０万人規模の市では、自動車による移動が主流な

ため、１人あたり約２倍のＣＯ２を排出している。将

来に向けて、歩いて暮らせる街づくりや自動車の燃

費改善、燃料の脱CO2化により地域の特徴に応じた

対策が行われることが考えられるが、交通部門の

ＣＯ２排出量だけを考えると、限界集落などの問題を

かかえた地方農村から計画的な撤退を行い、大都市

買い物など)、オフィス環境などのサービス量は、

利用する人々の姿を想像しながら現状よりも適度に

向上させる程度に設定した。つまり、冷暖房を２４

時間つけっぱなしの住宅や、人々があまりにも分散

して住むために長時間移動が必要となるような都市

構造といった過度芯サービスを人々が求めるような

姿は想定していない。

人口・世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所

での将来人□の推移の推定値を参考に都道府県別

に出生率、死亡率、世帯主数等の推移を想定した。

少子高齢化の継続によって２０５０年にはシナリオＡ

では人□９千５百万人、Ｂでは１億人まで減少し、

核家族化が今後も進行するために1世帯当たりの構

成員も減少していくと想定した（図１）。

(3)どこに住めばよいのか？

現在の１億２千７百万人の人口が、約１億人に芯

表12050年低炭素社会の描写例
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図１人口・世帯数の将来推移

しまうと、その構造を変えるには長い時間が必要な

ため、実は残されている時間はそれほど多くない。

低炭素社会を入り□に、そこに住む人たちが、安全

で暮らしやすい、笑顔でいられる街づくりを、今こ

そ行えないだろうか。国土計画や都市計画にかかわ

っているプロの力が必要だ。

に集まった方が排出量は少ない。

３今こそ決断のとき

だからといって小生は、ビジョンＡがビジョンＢ

より優れているとは思っていない。地方でも青森や

富山のようにコンパクトシティ化は可能だし、曰本

の土地面積の多くを占める農地や人工林、中山間地

域の環境を保全する人手がないと荒廃が進み、温暖

化による気候の変化に対してさらに脆弱になってし

まう。現在の曰本の都市は、必要な農作物やエネル

ギーを自分で賄うことはできず、地方や海外に依存
した生活・経済活動を行っている。そこで、ビジョ
ンＡ・ビジョンＢのような頭の体操をしながら、

「都市のエゴを見える化」することで、都市と地方
との関係、日本全体および曰本と世界との関係を考
えた、バランスのとれた都市計画および国土計画が
必要ではないだろうか５６

－人ひとりでできることもあるが、住んでいる家
や街の構造によりエネルギー消費量やＣＯ?排出量の
大部分が決まってしまう。さらに－度街を作って

都市環境エネルギー第89号１１
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（２００７ｓ）

謝辞：本研究は環境省．地球環境研究総合推進

費・戦略的研究開発プロジェクト「脱温暖
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板橋区の温暖化防止対策の取組

山崎智通板橋区資源環境部環境保全課長

Ｌはじめに

板橋区は、部内でも有数の工業地帯として、戦前

から水質汚濁や大気汚染など様々な公害問題に悩ま

されてきた。昭和44年には、公害課を設置し、公

害対策に関する取り組みをスタートし、工場等への

規制．指導・監視を行い､公害の克服に努めてきた。

昭和６２年には、快適環境懇談会を設置し、公害

行政から環境行政への転換を進め、環境家計簿や低

公害車の普及など全国的にも先進的芯取り組みを実

施してきた。

平成５年には、「工コポリス板橋環境都市宣言」

を行い環境と共生するまちづくりが区の重要な課

題であることを区内外に表明し、宣言の内容を実現

するため、さまざまな事業に取り組み．平成7年に

は、エコポリスセンターを開設。平成１１年に都内

自治体として始めて（全国5番目）の「環境マネジ

メントシステムＩＳＯ１４００１」の認証を取得した。

一方、事業者や商店そして区民においては、区の

施策に合わせて「板橋産業連合会地球環境憲章」や

「板橋区商店街ブレリサイクル宣言」を行い、平成

１３年には環境活動を行っている各種の組織を網

羅した全区的芯組織である「エコポリス板橋環境行

動会議」や「エコポリス板橋地区環境行動委員会」
を設立し、地域の清掃や美化活動、資源回収、生ゴ
ミリサイクルなど、地域の環境保全活動を実施して

いる。

また、板橋区は、平成１７年３月に板橋区環境基

本計画の改訂を行い新たに地球温暖化対策を重点テ
ーマに加え、さらに平成１７年１２月２３区に先駆
け、温室効果ガスの排出削減に向けた、区民・事業

者・区民団体・区等の各主体の取り組みを進めてい
く「板橋区地球温暖化防止地域推進計画」を策定し

た。

Ⅱ、板橋区地球温暖化防止地域推進計画

２００４（平成１６）年度の板橋区の温室効果ガス

総排出量は、ＣＯ２換算で２２８７万トン、１９９０年

比で、１２７％も増加してしまっている。板橋区地

球温暖化防止地域推進計画(以下､推進計画という｡）

ては、京都議定書や国の目標達成計画と同様に、

１９９０年比で696削減を目指しており、この削減目

標の696目標を加えると１８７％の削減をしなけれ

ばならない状況にある。

推進計画では、現状の温室効果ガス霞の把握及び

将来の人口・世帯数や事務所ビルの延べ床面積の伸

び率等により、平成２４年度（２０１２年）の排出量

を予測し、削減対策や目標を定めている。

１．推進計画の特徴

推進計画の特徴は、次の4点である。

①京都議定書や国の目標達成計画と同ｕ

ｌｇｇＯ年比で２０１２年度までに６％削減とし

た。

②国や都の対策と連携し、区の追加対策を識ずる

とともに、国際的な取り組みである「京都メカ

ニズム」や「森林吸収」の削減量を含め、６９６

削減を目指すものとした。

※板橋区においては、国の京都メカニズムや森

林吸収による対策で１１］万トンの削減を行う

ことを前提に区として現状の取り組みを引

き続き行い、さらに追加対策として、１０５万

トンの削減を行うものとしている。

③板橋区の温室効果ガスの９８１％がＣＯ２である
ことから、区民・事業者・区役所などの各主体

の取組は、CO2の削減を中心とした。

※［各主体の削減目標］

［区民］ＣＯ２排出霞を、基準年度０９９０年
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２推進計画の目的

推進計画は、板橋区の温室効果ガス排出削減に向
けて、区民・事業者・区民団体・区等が主体となっ

て取り組みを進めていくことを目的としている。

３．推進計画の位置付け

推進計画は、地球温暖化対策推進法第２０条で規
定する、「区域の自然的社会的条件に応じて、温室

効果ガスの排出抑制等のための総合的かつ計画的な

施策を推進する」計画として位置付けられる。同時
に、平成１７年３月に改訂した板橋区環境基本計画

に掲げた「温暖化防止をめざすまち」を実現するた

めの計画である。

４推進計画の期間と基準年度

推進計画の期間は、２００６（平成１８）年度～

２０１２（平成24）年度までの７年間とする。

なお、温室効果ガスの削減の基準となる年度は、

京都議定書に基づき１９９０（平成2）年度とする。

５．重点対策

推進計画では、さまざまな対策の中でもCO2削減

効果が高い対策、区民等の関心が高い対策、区民・

事業者・区民団体・区の協働で取り組むことができ

る対策を特に力を入れて行動すべき、重点対策とし

て位置付けている。

度）比で＋１００％に抑えるために、

２０１２年度【現状対策のみ】から

７７万トンの削減を目標とした。

［事業者］ＣＯ２排出曇を、基準年度（１９９０年
度）比で－９７％とするために、

２０１２年度【現状対策のみ】から

２７万トンの削減を目標とした。

［区役所］ＣＯ２排出量を、基準年度（１９９０年
度）比で－６］９６とするために

２０１２年度【現状対策のみ】から

４９９トンの削減を目標とした。

④CO2削減効果の高いもの、区民等の関心の高い
もの、区民・事業者と協働で取り組めるものを

１６項目の重点対策として掲げた。

なお、各削減目標数値については、板橋区環境基

本計画の目標数値や本推進計画策定時に行った区民

アンケート調査による取組意向パーセンテージを用

いて、各主体の目標数値を算定し、集計している。、各主体の目標数値を算定し、集計している。

※アンケート調査数は、区民（７９０通)、事業

者（240通)、業界団体（４３通)、民間団体

（６５通）

温室効果ガス排出団
万t-CO,）

実績（2004年度）
（

240
228.7万トン

(９０年度比:＋12.796）
230

基準年度220 ９０年12k比:-6.49ｔ

(1990年度）

排出量

２０３万ﾄン
２１０

200

190

２
180

170 :{辮鑑鷲

160

板橋区における削減目標の考え方
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重点対策

(J）「板橘ＣＯ２削減区民辺、（仮称)」の展開
②地域協腿会の活､、

Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
ｉ

三一三唾』』

'１３'板橘エコアクション（IEA）の琶及

'|副省エネルギー型ライフスタイルの普及

５i待槻電力の削減

Ｂ'家庭での省エネルギー製品の昌及

⑰住宅の省エネルギー化、新エネルギーの昌及促進

日工蝿・事典所等の省エネルギー・温暖化防止技術の交流促進

⑨工場・耶藁所等の省エネルギー化

⑩モデル商店街での先進的省エネルギー技術の普及
⑪自助販売IHIの省エネルギー迦転

'、'区有施股でのＣＯ２削減

(１３公共交通楓関・自転車利用の促進

Ｍ)エコドライプの昌及促進

⑮緑のカーテン（壁面緑化）の昌及

'１１６１緑の保全（樹木によるＣＯ２吸収団の増大）

各主体の行動

同1128

車務所・オフィス活

動、公共施設・股備、

自動車、廃棄・リサイ

クル､緑化における行

動

民間団体､藁界団体

の行動

製品等の製造、商品・サービ

スの販売・捉供、事務所・オ

フィス活動、施股・股Mi、自

動車・物流、廃棄・リサイク

ル、緑化における行動

買い物、衣服、食べ物、

家の中、住宅、車に垂る

とき、移動するとき、廃

棄・リサイクルすると

き、緑化するときの行動

基盤となる対策

学校教育

国瞭協力
緑化の榧進

個鰡提供・習及啓発

支援制塵

繩合的､８１画的な温暖化防止対策の推進
まちづくり

廃璽物処理・リサイクル対策

１２９件、商店街で2商店会、企業・団体等で１７件、

団体登録の中には複数件数があるため、全体で約

250件において実施されている。

また、緑のカーテンの普及活動として、ゴーヤな

どの苗の販売店の紹介、土づくりやネット張りの技

術支援、追肥や病害虫対策支援、育成マニュアル・

情報誌の発行、育成講習会の開催、成果物の料理講

習会の開催、緑のカーテンコンテストなどを行って
いる。

現在、エコポリス板橋地区環境行動委員会などを

中心に区内１８の地区で、町会・自治会、商店会

都市環境エネルギー第89号１５

Ⅲ重点対策の取組状況

１．緑のカーテン（壁面緑化）の普及

多くの区民が取り組みやすい地球温暖化防止対策

として、板橋区は、「緑のカーテン」作りを推進し

ている。

緑のカーテンは、ヘチマ・ゴーヤなどつる性の植

物を窓の外に這わせることで、夏の強い曰差しを和
らげ、室温の上昇を抑える自然のカーテンであり、

地球温暖化防止の効果が期待できるものである｡庁
舎をはじめ地域センター、学校、児童館、保育園な
ど、今年夏には、区施設で６０箇所、一般家庭で



が設置されている。さらに現在、設計中の地域セン

ター等の5箇所にも設置していくものである。

や個人などの間に実践の輪が広がっている。特に、

蓮根ロータス商店会は、商店会ぐるみで実践してお

り、マスコミ等でも取り上げられ話題となった。

illMlI ａ板橋CO2削減区民邇動（仮称）の展開

板橋CO2削減区民運動（仮称）は、板橋区におけ

る温暖化防止対策を具体的に推進するため、区民．

事業者．区民団体・区等の各主体の積極的な行動と

パートナーシップにより、エコライフウイークとし

て、夏.冬季に実施している。

このエコライフウイークは、温暖化防止対策など

環境に関心の低い人たちに、取組の必要性や経済的

インセンティブをわかりやすく伝え、行動につなげ

ることを目的に行っているものである。

本年は、夏季に「６つのアクション」「工コライ

フフェア．講演会」・「打ち水大作戦」・「ライト

ダウンキャンペーン」・「緑のカーテン」．「板橋

エコツアー」などを実施し、冬季も同様な啓発事業

を計画している。

なお、実施は、区民団体（区民、民間団体、業界

団体）による地球温暖化防止活動推進協議会が企

画．立案・実施しているものである。

５．板橋エコアクシヨン（IEA）の普及

板橋エコアクション（IEA）は、区民や区内の事

業者が、無理なくエコアクション（環境保全活動）

を実行するための仕組みである。区では、平成１７

年にIEAの家庭版､事業所版のマニュアルを作成し、

普及に努めている。

このシステムは、マニュアルに沿ってエコアクシ

ヨンに取り組んだ家庭や事業所を区長が、登録・認

定をするもので、現在、８８の事業所、審査会の審

査を受け、１８事業者が認定された。また、これに

認定までいかないが取り組んでいる一般家庭は約
１２B0件である。

区役所庁舎南館

蓮根ロータス商店会

２．住宅の省エネ化、新エネルギーの普及促進

区は、家庭での冷暖房や給湯によるエネルギーの

消費を削減するため、建築やリフォーム時における

省エネルギー型住宅の普及を図っている。

これに基づき、高効率給湯器やガス発電給湯器な

ど、従来方式に比べて省エネルギー性能の高い機器

や太陽熱利用、太陽光発電などの新エネルギー設備

の導入に関する補助を行っている。こうした取り組

みにより、平成２０年１月現在までの設備設霞件数

は、太陽光発電システム１フ２箇所、太陽熱温水器

１７箇所、CO2冷媒ヒートポンプ給湯器８４箇所、潜

熱回収型給湯器１５８箇所、ガス発電給湯器６箇所

に機器が設置されている。今後も新たに開発される

家庭用燃料電池などの新技術も積極的に対象として
いく予定である。

また、区有施設では、太陽光発電システムが9箇

所、太陽熱温水器6箇所、風力発電システム１箇所

１６都市環境エネルギー第89号



雲霞一 ９ゴ
ー
■
Ｂ

●
－
１
１

●●●●●●●●
●●●●●●●●

●●●●●●●●

●

Ⅲ■】’ ！●ＨＴ－ア｡
エコライフフエア・罰演会庁T司咲己一 －１

潜熱回収型給湯CO2冷媒ヒートポンプ給湯器

Ⅳ、温暖化防止の取組効果

板橋区は、１８年度より、エコライフウィーク、

板橋エコアクションＯＥＡ）の普及、住宅の新エネ

ルギー・省エネルギー機器の導入、区施設でのCO2

削減（環境マネジメントシステム）など積極的に取

り組んでいる。

推進計画の個別の取り組みによる効果の算定は、

調査などを必要とするため困難であるが、板橋区全

体のエネルギー等の使用霞から推計（２０年２月現

在）すると、１８年度のＣＯ２霞は、２０７万トンで、

平成２年（１９９０年）が、２０３万トンであり、比

較すると、温室効果ガスの排出愛は、約4万トン増

加してしまっている。

打ち水大作戦

しかし、前年の平成１７年度（２１６万トン）と比

較すると約９万トンの温室効果ガスが削減されてお

り、徐々にではあるが効果が現れてきていると考え

る。区は、今後も引き続き重点対策を進め、CO2削

減に取り組んでいく所存である。

熱1ｌｆｉ桓祖エコアクシヨン（ＩＥＡ）
亜鍾・趨定劃区
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建設レポート

越谷レイクタウンにおける環境共生の取組

山本直独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社埼玉東部開発事務所事業課長

１．越谷レイクタウンの概要

（１）事業の概要

越谷レイクタウンは、東京都心より約２２km北方

の埼玉県越谷市の東南部に位置する（図－１）。地

区の区域は東西約１．５km、南北約１５km、面積は約

２２５６ｈａ計画人口約２２．４００人の大規模ニュー

タウンである（図－２)。独立行政法人都市再生機

構を施行者とする特定土地区画整理事業として、

１９９９年（平成１１年）から造成工事に着手してい

る。２００８年（平成20年）３月１５曰には、地区中

央に位置するＪＲ武蔵野線新駅「越谷レイクタウン

駅」が開業し、これを皮切りに「まちびらき」を迎

える。地区全体の造成工事が完了し、換地処分がな

されるのは２０１３年度（平成２５年度）末を予定し

ている。
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この越谷レイクタウンのある埼玉県東南部地域

は、中川・綾瀬)||の流域にあり、従来より度々洪水

被害にみまわれていた。東京都郊外の住宅地として

地域の市街化が進む中にあって、洪水被害の軽減を

図ることのできる河川調節池の必要性が高まってい
た。

一方で、越谷レイクタウンは、地区の中央をＪＲ

武蔵野線が東西に震き、また東京外郭環状道路まで

わずか５kｍという、首都圏の住宅や施設商業の用

地需要を満たす絶好の立地条件にあった。

これらの状況を踏まえて、治水安全性の向上を目

指す河川調節池整備と、水と緑に囲まれた住宅地や

交通利便性の高い施設商業用地の開発を目指す新市

街地整備とを、両者一体となって推進する全国でも

例を見ない越谷レイクタウン事業がスタートした。

常時には地域住民の憩いと活動の場となるよう、将

来管理者である埼玉県及び越谷市とともに協議を進
めながら整備を行っている。

(3)平成20年舂まちびらきの概要

２００８年（平成２０年）３月１５日のＪＲ武蔵野線

新駅「越谷レイクタウン駅」の開業にあわせ、主と

して、新駅北側の道路・公園・調節池の－部の供用

と、駅近傍街区の集合住宅（全体戸数５００戸）と

戸建住宅（全体戸数１３２戸）の－部の入居が開始

される予定である。（図－３）

また．その後には、東埼玉道路の東西に位置する

街区において、敷地面積２６ha、延床面積約３４万

ｍ2、専門店500店舗超、駐車台数ａＯＯＯ台超にも

及ぶ大規模な複合商業施設が開業する予定である。

（２）調節池の概要

この治水安全性を向上させる河111調節池には、大

雨などにより地区北方の元荒川の水位が上昇した時

に、導水路を通じて元荒川の水が引き込まれ、貯留

される。貯留可能な水量は約１２０万tにも及び、こ

れは５０ｍプールに換算して約８００杯分に相当す

る。貯留した水は、河川水位が下がった後に地区南

東端の排水路を通じて地区東方の中川に放流され

る。こうした仕組みにより洪水調整を行っている。

本来は防災機能のために作られる調節池だが、平

２．「環境共生先導都市」としての取組

（１）街づくりの基本理念

越谷レイクタウンでは、まちづくりの基本理念と

して、過去から河川と深い関わりをもった地域の風

土・伝統等を継承し、新たな水との共生の文化を創

造するまちづくりを目指す「親水文化創造都市」を

掲げている。また、地域環境と調和する様々な取組

を積極的に導入・発信していく｢環境共生先導都市」

という目標を打ち出し、次に述べるような様々な取

組を行っている。

図－３平成20年轡まちびらき予想図（地区北側より新駅方向）

都市環境エネルギー第89号１９



（２）調節池における親水空間とビオトープ空間の

創出

調節池は河川増水時に河)||水を－時的に貯留する

目的に作られるため、通常、護岸形状は切立ったブ

□ツク積みとなるが、越谷レイクタウンでは、護岸

の一部を緩やかな傾斜にし、調節池の中に公園的、

自然的な空間を設けている（図－４)。この空間を

活用し、「親水空間」「ビオトープ空間」を整備する。

市街地の中心に身近に人々が水面に近づき水と

親しむことのできる「親水空間｣、水鳥と在来植生

種が織り成す「ビオトープ空間｣が存在することは、

街の総合的な価値を高める効果があるものと期待さ
れる。

「ビオトープ空間」では、管理目的以外での人の

立入を制限し、在来生物の誘導を図ることとしてい
る。

た。設計コンペを経て当選した大和ハウス工業・大

栄不動産ＪＶは、集合住宅計画において、給湯器を

各戸に設置するのではなく、共用施設として大規模

なボイラーを設置し、各戸に給湯する「街区住棟セ

ントラルヒーティングシステム」に太陽熱温水器パ

ネルを組み合わせた新しいシステムを導入した。さ

らに､複層ガラスの採用・断熱性能の強化等により、

排出ＣＯ２璽の２０％削減を実現している（図－５)。

このシステムは、環境省の平成１８年度の新規補助

事業である「街区まるごとＣＯ220％削減事業」の

第１号事業として採択された。

また、戸建住宅においても、調節池の恵まれた環

境を享受する計画とし、調節池からの風を取り入れ

る街路計画、建物周りの風を捉えて内部に流す住宅

計画、緑陰と保水性舗装によるヒートアイランドの

抑制などを実施している。また、断熱性能の高い住

宅と高効率設備の導入により、排出CO2曇の削減に
も配慮した計画となっている。

この集合住宅「ログラフォートレイクタウン」

及び戸建住宅ルイクタウン美環の杜（みわのも

、)」は、すでに販売が開始されており、２００８年

(平成２０年）春の「まちびらき」で、その－部入
居が開始される予定である。

（３）住宅計画における取組

また､民生部門におけるＣＯ２削減への貢献のため、

住宅計画において、住宅の断熱化や設備機器の高効

率化、次世代省エネ基準を満たす住宅の導入等によ

る排出ＣＯ２量削減を誘導している。

具体的には、新駅北西に位置する計画住宅用地を

｢環境共生先導都市」のモデル街区に設定し、当機
構がこの用地を住宅事業者に販売する際に、通常の
住宅から排出されるＣＯ２曇の２０％削減を条件づけ

$i讓護篝菫露需

当社従来的エロィ■…、
■ｎ分Ｇ輪一四■■曰逮“「．

、，グラブオートレイケタウン(■ｎ回）
⑪味企垣一些旦缶勇■･｢二■塑宮ｎｐ冠堅己

《
Ｕ■

図－４調節池整備計画

２０都市環境エネルギー第89号
図－５集合住宅での取組（大和ハウス工業提供）



（４）商業施設計画での取組

越谷レイクタウンに進出が決定している大規模複

合商業施設においても、様々な環境に配慮した取組

が実施される予定である。

商業事業者であるイオンは、この越谷レイクタウ

ンにおける大規模商業施設「(仮称）イオン越谷レ

イクタウンショッピングセンター」を、環境への配

慮を高めた「エコストア」と位置づけ、先進的な取

組を幅広く導入する計画としている。

エネルギー利用においては、天然ガス高効率コー

ジェネに太陽熱パネルを組み合わせたハイブリッド

システムを導入することとし（図－６)、環境省

｢街区まるごとＣＯ220％削減事業」に商業施設とし

て初めての採択を受けた。

また、商業施設としては国内最大級となる約

ａＯＯＯｍ２ものソーラーパネルを設置することをは

じめ（図－７)、その他にも、きめ細かな調光、壁

面緑化、打ち水ペーブなど、多様な技術を投入し、

これまで以上に環境への配慮を高めた商業施設とす

る計画である。

ａおわりに

ＵＲ都市機構は、この越谷レイクタウンにおける

取組が、これからの環境共生に向けた新しいまちづ

くりのひとつの代表事例となるよう、今後も事業を

推進していくこととしている。

ｈ;効率の1５１

:火力、■が■）■

エ刀Uﾚｷﾞｰﾛｽ

I艤蕊夢

図一ｓ商業施股におけるエネルギーシステム（イオン提供）

(イオン提供）
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一海外'檮報一

北京五輪大会における環境整備に関する取組

付開楠曰建設計大連

１．はじめに

－つの世界、一つの夢（ＯｎｅＷｏｍｄＯｎｅ

Ｄｒｅａｍ）

世界最大人口を誇る中国は、いよいよ２０ＯＢ年８

月８日～８月２４曰の期間にオリンピックを迎えよ

うとしている。国威の高揚、国民の団結心をそそる

大きな目標に向けて、共産党政府の指導のもと、全

国民を総動員して主開催都市の北京市を中心に施設

建設、インフラ整備などを展開している。

今回のオリンピックの規模は、参加国２０３ケ国、

競技種目２８競技、302種目選手総数１０５００人

である。開催時、海外からの入国者は５０万～５５

万人と予測され、そのうちオリンピック選手および

その関係者は約５万人、オリンピック観客は約２６

万～３２万人、旅行を目的とする入国者は約１５万
～２０万人との見込みである。

こうした取り組みのなか、エネルギーの７０％を

石炭に頼っている現状において、中国が環境配慮の

面でいかなる手を打っているのか注目に値する。

中国はオリンピックのテーマとして、以下の三点
を掲げている。

・緑のオリンピック（エコロジー）

・科学技術のオリンピック（テクノロジー）

・人と文化のオリンピック（ヒューマティー）

このことからも、中国が今回のオリンピックで環境
を重視していることがうかがえる。

２．「交通・環境分野」における整備
２．１交通整備

北京市における交通整備は、２０１０年までに下
記のような大きな進展を遂げようとしている。
①機能が完備した総合交通運輸ネットワークを築
き、道路交通施設の全体負荷能力とサービス水準
を著しく高める。

図１北京オリンピック公園

②快速かつ大容量の乗客運送交通を主幹とし、他方
式と協調した運輸の都市公共乗客運送システム、
大まかに現代物流運輸システムを築き都市交通運
輸構造を改善する。

２２都市環境エネルギー第89号



③インテリジエント化交通システム管理を実現し、

交通運行効率と安全水準を高める。

④「グリーン交通」を発展し、交通環境の質をより

一層改善する。

北京オリンピック期間中は、自家用車による来場

は禁止となり、当然会場周辺にも自家乗用車用の駐

車場を提供しない規定にしている。外国人のため、

３曰間、７曰間、１５曰間の三種類の交通カードを

発行し、定刻定価格、定消費回数で、市内あらゆ

る公共交通線路に使用できるようにする予定であ

る。その際、モバイル端末（携帯など）向けのリア

ルタイムの道路状況情報サービスシステムが試験的

に導入される予定であり、２００７年にすでに試運

転開始している。これによって、北京の市民は携帯

電話で各道路における交通情報や地図情報などを検

索できるようになる。さらに当該システムとの互換

性のあるカーナビゲーションを導入したドライバー

がカーナビモニターで道路状況を検索できるように

なる。

現時点では、検索できるエリアは北京五環路以内

の主要・副次幹線路に限定している。

２．３緑地システム計画

環境保護と持続可能な発展戦略は、北京の２１世

紀における重大政策と重要目標である。オリンピッ

クを契機に全面的に北京の環境建設を推し進めて

いる。２００７年までに１２２億米ドルを投資し

(１９９８年～２００２年投資５６億米ドル、２００３年

～２００７年投資６６億米ドル)、環境整備に関する

２０件の大型プロジェクトを遂行している。プロジ

ェクトとしては､清潔なエネルギーの広範囲の利用、

三大グリーンベルトの建設、グリーンオリンピック

行動計画の実施などがある。

緑化は山地、平原地区、都市緑化隔離地区の三大

グリーンベルトの建設を遂行し、２００７年までに

山地林木覆い率70％、五河十路両側に２３，０００ヘ

クタールの緑化帯建設、緑化隔離地区に１２０００

ヘクタールの緑化を実現した。オリンピックプロジ

ェクトの緑化面積は４０～５０％に達し、面積７６０

ヘクタールのオリンピック公園の建設などを実施し

た。

北京の緑地システム構造は、青山環抱（市街地区

域面積の６２％を占める山地緑化)、三環環抱（五

環路、六環路の間の緑色エコベルト隔離地区の公

園環、二環路緑色城壁環)、十字緑軸（長安街と南

北中軸及び両路の延長線)、七本撲状緑地（七本放

射状高速道路両側における緑化帯に形成され、様々

な方向より市街地と郊外を疎通し、郊外の新鮮な空

２．２空港の整備

新しい空港第３ターミナルの設計は英国ノーマ

ン・フォスター設計事務所が担当し、地上5階、地

下２階、敷地面積３５万ｍ2であり、今年供用開始予

定である。空港増築に伴い、２００８年に年間乗客

利用数は６，０００万人、年間貨物運送能力も１８０万

トン、年間離着陸数50万までに上る見込みである。

ターミナル建設は環境保全と一体となり、空港に

アクセスする高速道路の両側に広く緑化地帯を取

り、駐車場棟の屋上では１５万ｍ2の空中ガーデンを

施している。長さ４キ□の乗客運送システムにおい

ても景観緑化地帯を建設し、雨水調整池は１０万ｍ２

の人工湖として計画され、湖辺に２０万ｍ2の緑地を

設ける。空港における緑地面積は400万ｍ2に達し、

美しいガーデン空港のように構成されている。

北京市では２００７年に１０万ｍ2の屋上緑化を目指

しており、主要な緑化地帯はオリンピック会場及び

その周辺、北京二、三環主幹線道路の両側、首都空

港及びその周辺に計画されている。
図巳北京における緑地計画図i）
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気を市街地に導入する)、大・中・小型公園緑地に
よって形成された市区緑肺、市区道路、鉄道及び河

１１１によって構成された緑色通路によって構成され
る。

２０００年当時の市街地（市街地エリア面積は

１．０９７平方キ□）は、緑化率３７２％、緑被率
３６３４％、緑地面積平均３３３２，２/人、公共緑地

面積平均Ｂ６Ｂｍ２/人であり、東城、西城、崇文、

宣武の４行政区の緑地率２４１９％、緑被率
２５BB96、緑地面積平均９．３４，２/人、公共緑地面

積平均ａ６３ｍ２であった。

２００８年には、市街地緑被率は４１５％から

４５％までに上り、公共緑地面積は１３，２/人を超え

る計画である。さらに２０２０年には、市街地緑化

率は４４％～４８％に達し、緑被率４６９６～５０％、

緑地面積平均４０～４５，２/人、公共緑地面積平均
１５～１８，２に達する計画である。

－－■■■■■

蕊‐'謬心へ

:謡鐸=壼孟亘巳

図Ｓオリンピック中心エリア鳫敵図2）

し、総合処理をした上で新規建築の便所用水と室外

緑地散水に使い、年間処理能力は８０，０００トンに
達する。

２．５選手村における環境に対する配慮

選手村は居住区と国際区からなる。居住区建設用

地の敷地面積は２７５ヘクタール、選手村の廷床面

積は４７万ｍ2、うち選手住宅は３７万ｍ２（5～６階、
１フロア２住戸、エレベータ付き）であり、選手一

人当たりの面積は２２５ｍ２，住宅は２２００個のユ

ニットによって構成され、部屋数１１．７３０室（内

訳はシングル5ＢＢＯ室、面積１０１４，２／室、ツイ

ン５．８７０室、面積１５２６，２／室）ベッド数

１７６００床であり、２０％の特製ロングベッドと

１０％の予備ベッドを含む。

選手村の建設は２００５年６月２６日に開始し、

２００７年末に竣工、大会開幕の二週間前に入居開

始の予定である。

選手村の特徴を下記に示す。

①デジタル化モバイル通信

②電子情報処理システム

③ビルインテリジェント化技術

④自然光源回収システム

⑤省エネルギー技術と材料の広範的利用

２．４省エネルギーの取り組み

オリンピックにおける採用された新たな技術は下

記の通りである。

①風力発電：2008年1070億KＷhに達する

②会場周辺８０％～９０％の街燈は太陽光発電を利

用する

③オリンピックの9096の温水は太陽熱を利用する

④燃料電池技術応用

⑤地中熱源熱ポンプ空調システム

⑥衛星定位システムによる交通渋滞の減少、汚染の

軽減

⑦ナノテクノロジー技術による建築材料の生産

オリンピック関連施設では、多様な省エネルギー

手法を導入している。例えば、選手村では

ａＯＯＯｍ２の太陽熱利用システムを建設中であり、

完成後１６．０００人の入浴用を満たし、年間２，０００

トンの石炭を節約する。これはオリンピックにおけ

る初めての太陽熱システムによる入浴への技術提供

である。オリンピック公園と詩穎松文化体育センタ

ーでの中水処理および雨水収集技術の利用によっ

て、大きく節水効果をもたらしている。豊台野球場

周辺では雨水回収池を建設している。このシステム

はスタジアムの雨水及びプール入浴後の排水を収集

Ｓ大会後の利用

大会後、居件区施設は開発者の国家オリンピック

投資発展有限公司に返却し、改造後分譲住宅として

販売し､2009年６月に入居できる予定としている。

大半のサービスセンターにおける独立した部分を居

２４都市環境エネルギー第89号



引用

１「北京市区緑地システム計画」により作成

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ・ｂｉｇｈｙｃｏｍｃｎ/ｇｈｃｇ/ghcg

asp?ＵｌＤ＝７STypeld＝３

２．ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ,ｍｗｍｗｃｏｍ.ｃ､/ｖｉｅｗｔｈ｢ead

php?tid＝２B2Sextra＝page963D1

参考文献

Ｉ「北京オリンピック招致レポート」

ａ「北京オリンピック行動計画」

ａ「北京オリンピック経済研究」劉漠など学者

百名２００３年出版

４「グリーンオリンピックと北京市緑地システム

計画｣、中国都市計画学会２００２年年会論文集：

都市生態計画、2002年

５．「北京２００８年五輪オリンピック村計画分布説

明」桂琳「北京計画建設」２００１０３

６「オリンピック村計画設計」崔克家「建築創

図４選手村大会後再利用のマスタープラン2）

住区の公共サービスに、ＮＯＣ（各国オリンピック

委員会）施設及び交流のための公共空間を居住区の

娯楽・余暇センター、地下収納室・従業員室を地下

駐車場、複合クリニックを居住区幼稚園、スポーツ

ジムを居住区スポーツセンターとして利用する予定

である。

－万、国際区施設は全部臨時施設であり、大会後

は取り壊して都市緑地に回復し、特別な記念意義の

ある構築物をオリンピック遺産として保存する予定

である。

作」２００１年増刊

都市環境エネルギー第89号２５



一海外視察報告一

欧州省エネルギー調査報告

欧州省エネルギー調査団コーディネーター

㈹都市環境ｴﾈﾙｷﾞｰ協会専務理事長瀬 龍彦

１．はじめに

本報告は、㈹都市環境エネルギー協会が主催した

「欧州省エネルギー調査」の概要を紹介するもので

ある。総勢1ｓ名から成る調査団（団長尾島俊雄理

事長､副団長中村英夫国土交通省市街地整備課補佐、

松本隆司東京ガス㈱エネルギーソリューション本部

副本部長）は、平成１９年１０月２４日よりＢ曰間の

行程でフランス、ドイツ、イギリスを視察した。

尚、当協会はこれに先立ち、平成１１年に「欧州

熱源ネットワーク事情調査」を実施し、４カ国を視

察しているが、これらの内、今回フランスが重複し

ており、当時と比較することが出来た。現在参加者

が報告譽を作成中であり、以下にその概要を示す。
２．バリ

（１）CLlMESPACE（冷熱供給会社）

CLlMESPACE社は民間会社であり、パリ市より

３０年間の公共事業許可を受け、１９９１年から冷水

供給を開始している。プラントの特徴は、既成市街
地への配管ネットワークを実現し、またセーヌ川の
河川水を利用し冷熱を製造している。
１）事業規模

出資会社は、フランスガス公社に所属する燃料網
会社Cofathec、スエズ・リヨネーズ・デ・ゾー・

グループのエネルギー部門であるElyo、パリ地域
暖房公社ＣＰＣＵである。

蕊
Ｂ１１１日

,r八ｓ回

図１冷熱ネットワーク

２）事業内容

・パリ市における冷熱の供給販売及び冷熱供給ネッ

トワーク等諸設備の施工、運転、保守

３）供給範囲、顧客

・供給管路網総延長：５７kｍ

・供給戸数：４００棟（400万ha）（需要家数は欧
州最大）

・供給先建物用途：業務５８％、ホテル８％、金融
１９％、商業１９％、娯楽８％。

４）熱供給システム

ａ供給熱媒

冷水を用い、供給温度は1℃、還り温度は１２℃。
現在、０℃以下でも凍らない熱媒での供給試験を実
施中。供給温度は需要家の増加に対応するため、
年々低下させている。

ｂ熱源プラント

電動チラーを用い、蓄熱槽を保有して主に夜間に
冷熱を製造している。図１に示すとおり、セーヌ川
沿線に適切にプラントを建設し、河川水を利用して

表１CLIMESPACE社の甑業規模

２６都市環境エネルギー第89号

売上高 50,000,0006 (約82.5億円）
出資機関 Cofbthec

Elyo

CPCU

50％

28％

22％

社 罰数 8０ 名



いる。111の水温は１９～２２℃で、利用後は３０℃以

下で返している。温度差が縮小する夏期は空冷式の

プラントで賄うが、需要家側に冷水利用の制限をか

ける場合もある。需要側が厳密な質を要求せず、気

象条件次第でこの様な事態も受容していることが、

システムの運営を容易にしている様である。

ｃ地域導管

冷水管延長の２/３は下水道の空間を利用し、他

は主に道路下である。新興地区では共同溝を利用し

ている場合もある。

（２）ＣPCU（温熱供給会社）

１９２７年にリヨン駅の側にある発電所で発生し

た蒸気をフランス国鉄（ＳFCF）の列車へ暖房用に

供給していたが、その後、市庁舎等の建物にも供給

するようになった。

１）事業規模

心

図２蒸気ネットワーク

排熱はＣＰＣＵ社が供給する熱の49％を占める。年

間蒸気供給瞳800万トン。

ｃ地域導管

蒸気管は専用の洞道を利用し、地下鉄空間等は全

く利用していない。蒸気管直径１１０ｃｍ。

ｄ使用燃料

年間を通したベース部分は図２に示す清掃工場排

熱で、その他にガス、石炭、石油を使用している。

（３）ＳＥＭＨＡＣＨ

パリの南方9kｍに位置するVilIejuif、LHay-Ies‐

Roses、Chivilly-Larueの3地区にまたがり、地熱

を利用した熱供給及び発電を行っている。１９８３

年に地熱を利用した地域熱供給の実現可能性を調査

し、翌年に上記の内2地区からプ□ジエクトを開始

した。

１）事業規模

表４ＣＰＣＵの駆業規模

２）事業内容

・パリ市における温熱の供給、販売

・温熱供給ネットワーク等諸設備の施工、運転、保

守

３）供給範囲、顧客

・供給管路網総延長：435kｍ

・サブステーション：5,774箇所

・供給戸数：４６万戸（a500ha）

・供給先建物用途：住宅４６．９９６、オフィス

２３２９６、学校６０％、病院1996、ホテル3２９６

４）熱供給システム

ａ供給熱媒

熱媒は、２６０℃、２０barの蒸気である。但し、

生蒸気としての利用は行っておらず、熱交換器を介

して利用している。

ｂ熱源プラント

熱源は、ガスコージェネレーション排熱、清掃工

場排熱、石炭ボイラ、軽油ボイラである。清掃工場

表１SEMHACHの駆業規模

２）事業内容

・集合建物に対する温熱の供給、販売

・温熱供給ネットワーク等諸設備の施工、運転、保

守

都市現境エネルギー第８９号２７

売上I蔚 272,000,00ＯＧ (約448.8億円）

出資機関 E１yｏ

バリ市

持ち株

64.39％

33.50％

2.11％

社員数 500 名

売上高 10,000,000～

11,000,00ＯＧ
(約16.テ18億円）

資機関 行政

不動産ﾃﾞｲﾍﾞﾛｊｌﾊﾟー

55％

45％

社員数 1２ 名



・ＣＧＳによる電力の供給、販売

３）供給範囲、顧客

・供給管路網総延長：８０kｍ

・供給対象者数：45000人（地区件民のB0％）

４）熱供給システム

ａ供給熱媒

熱媒は高温水であるが、古いラジエータに対応す

るため１０５℃で供給中。但し、地熱からの採取温

度は７２～７５℃となるため、ＧＴ－ＣＧＳ（発電能力

８２ＭＷ、熱回収能力１０ＭＷ）の回収蒸気により

加熱している。需要家は建物側に熱交換器を設置し

利用している。還水温度は約40℃･

熱水は地下約２ｋｍの地下水層から、地下約

３００ｍに設置したポンプを用いて採取し、熱交換

後、地下に戻す。採取地点と放水地点の距離は約

１５kｍ。汲み上げ量は３００，３/hである。地下水

は半径２００kｍの範囲に存在し、パリ全体の熱需要

を賄える壁が賦存する。

ＣＧＳの運転期間は毎年１１／]～3/３１であり、発

電分はフランス電力公社と売電契約をしている。売

電による売上げは３５０万６．

３．ストラスブール

１９８９年カトリーヌ・トゥルットゥマンという

女性が市長に当選、中心市街の自動車による渋滞、

環境汚染を改善するための新たな公共交通網として

トラム導入が始められた。

建設費には国の補助金も使われている。地下鉄も

検討されたが、地下水が多く施工上の問題などもあ

り路面電車の形式を選択した。

導入に際し、住民が有効利用できる様に以下のよ

うな総合的街作りが併せて行われた。

・通過車両抑制のため、－部道路を袋小路形状に改

修し、駐車場数も減らした

・中心市街の幹線道路はトラムと歩行者専用とし、

郊外ではパークアンドライドシステムを整備し
た。

・バスと同一ホームで乗換え可能とした。

・始発５:００、終発０１，０と運行時間帯は長く、ラ

ッシュ時は２分間隔で運行、駅間は４００～５００

ｍと短い。

・改札無し、車内検札は抜き打ちで行われる。

28都市環境エネルギー第89号

・住宅街の軌道敷を草地とし騒音を低減した。

・スマートなデザインの超低床車両を採用。

これらの施策が成功し、郊外から市街への公共交

通利用比率が高まった。

４．フライブルグ

フライブルグは、ドイツの他都市に先駆けて始め

た「環境行政」を町づくりの柱とした。隣国の都市

のバーゼル（スイス)、ミュールーズ、コルマール

(共にフランス）と共に「三国間地域システム政策

（Regio政策)」を展開し、企業や民間の研究開発

機関、フライブルグ大学等とも連携しながら環境政

策を進めている。この町のオリジナルな実験例を経

て連邦レベルで広がっている環境対策が多い。

第二次世界大戦で町の９０％近くを消失したが元

の佇まいを残しつつ再建を果たした。当初は自動車

の走行が最優先されたが、１９７９年には環境の悪

化が極限に達し、その後、①公共交通機関や自転車

利用の奨励、②自動車交通の制限③駐車場の管理等

を柱とする「総合交通コンセプト」を対策として講

じてきた。

５．シュツットガルト

ドイツの西南部に位置するバーデン・ヴュルテン

ベルク州の州都で、人口は約６０万人とドイツ有数

の都市である。ダイムラー・ベンツやポルシェの本

拠地としても有名である。

・クリマアトラス

気候を扱った地図を意味するクリマアトラス

｢Klimaatlas」は当市の都市計画に用いられている

ことで有名だが､現在ドイツの多くの都市が作成し、

環境計画に活用している。

近年|Ｔ技術の発展に伴い気象観測の精度も上が

り、また、当市周辺の自治体のデータ収集の協力の

結果、クリマアトラス（Klimaatlas）１９９２が出

版された。現在も当市及び周辺自治体ではクリマア

トラスは基礎的な観測として位置づけられ、Ｆプラ

ン（土地利用計画）に利用されている。また、早い

段階で市の建設計画（Stuttga｢t２１）策定へ都市

気候の専門家が参加し、都市気候的な考慮を導入す

ることを可能にしている。



６．カールスルーエ

１８Ｂ7年１月に最初のトラムが開業し、それから

１３０年余りかけて路線の拡充が続けられてきた。

以前交通局が市民にトラムを利用しない理由をアン

ケートしたところ、①料金が高い②乗り心地が悪い

③遅いという結果が得られた。そこで、料金を

1／３にし、市街地では４００ｍに１カ所の停留所を

設置した結果、乗客が１０倍にも増えた。現在では、

中心市街地は自動車の乗入れを禁止したトラムと人

のトランジットモールとなり、誰もが街歩きを楽し

める都市空間が形成されている。

Association）

訪問当初、我国の冷暖房施設がネットワーク化さ

れていない等の現状を紹介しつつ調査の目的を述べ

たところ、相手方から非常に曰本と状況が類似して

いるとの回答があり、熱心な質疑となった。

ＣＨＰ/ＤＨへの誘導は建築許可制度を活用するこ

とが有効と考えられ、法例を改正し現存するＤＨの

供給地域では接続することを義務化しようとしてい

る。しかし、既存の、Ｈネットワークは住民・開発

計画者に周知されておらず、現在、データベースを

ＣＨＰＡが作成中である。概要は把握していたが、

個人情報に関るため正確な情報を得られなかったの

で今回調査を実施しているとのことであった。

（２）ＢＥＤｱＦＤ

ピーポディ社により開発されたロンドン郊外（ロ

ンドンから南へ１５kｍほど）にあるベディントン

(Beddington)・ゼロェネルギー住宅団地である。

２００２年に第一ユニットが完成し、８２戸の住戸と

ａＯＯＯｍ２の商業やオフィススペースを合わせた構

成となっている。

各住戸に熱源を持たず、別棟にあるＣＨＰより各

住戸に温水と電力を供給している。ＣＨＰユニット

は、バイオマス（ウッドチップ）のディーゼルエン

ジンコージェネレーションである。発電電力は各住

戸に供給され、余剰は逆潮きせ公共の送電系統に供

給している。現状は、１００％の能力を発揮出来て

いない（８０％程度）状況であり、バイオマスを含

めた全自動化を試みたが、実現には至っていないと

のことであった。

なお、イギリスにおいては団員の－部が別途ドツ

クランド視察や国際会議Sustainablelnnovation

O7に参加し、会議の聴講及び論文発表を行うと共

に意見交換をする機会を得た。

写真１メインストリートのトラム

構造は床下にトランスを積みSバーン（近距離都

市鉄道ＡＣ］５ｋＶ）とトラム（ＤＣ７５０Ｖ）の両方

の線路を走行できる。カールスルーエモデルと呼ば

れ、１９９２年に初めて導入され、郊外から市街地

へ乗り換えなしで行ける。

フ．ロンドン

イギリスでは､国の温室効果ガス削減目標を受け、

国及び広域都市圏の都市計画施策の中に再生可能エ

ネルギーの利用方針と目標値が示され、自治体レベ

ルのエネルギー戦略方針へ繋がっている。現実の達

成状況はまだ低いものの、上位計画で目標値の設定

を行い、自治体レベルで達成状況をチェックする仕

組みは、我が国の都市計画におけるエネルギー戦略

にも参考になると思われる。

ロンドンでは、市当局が再生可能エネルギー政策

の中でCＨＰ（コジェネ）／ＤＨ（地域暖房）をロン

ドンに最も適した選択肢と判断しており、政府は市

長に対してエネルギー政策を実施する権限を与え

た。

（１）ＣＨＰＡ（ＣｏｍｂｉｎｅｄＨｅａｔＧＰｏｗｅｒ

最後に、団長始め参加された方々、又パリやロン

ドンにてお世話になった東京ガス㈱、大阪ガス㈱の

駐在員の方々、事前準備に尽力いただいた方々に篤

く御礼申し上げます。
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一海外翻訳一

英国における官民協力のベストプラクティス（最優良事例）

サザンプトンの地域エネルギーシステム

Utilicom社

最高責任者

サイモン.Ｍ・ウッドワード

サザンプトンは人口密度が非常に小さく、英国で

最も地域エネルギーシステムが発達しそうにない都

市である。ところがそのサザンプトンに、営利事業

としては英国で最大規模の地域エネルギーシステム

が備わっているという、信じがたいような事実があ

る。特に麓＜のは、ロンドン、バーミンガム、マン

チェスター、ニューカッスルといった都市の地域エ

ネルギーシステムはサザンプトンのそれに比べる

と、いずれも数分の－の規模でしかないということ

である。この理由については、「両雄が仲介役を間

に結びついて｣出来上がったシステムだからである、

という説明がよく聞かれる。「仲介役」とは地熱丼

のことで、これがサザンプトンに地域エネルギーシ

ステム構想を生むそもそものきっかけとなった。そ

して「両雄」とは公的セクターと民間セクターのこ

とで、両者はプロジェクト開始から２０年以上もの

間、苦楽をともにしてきたし、今後も同様である。

ンに掘られた地熱丼は２本あった。１本目は１１１向こ

うのマーチウッドに掘られたもので、これによって

マーチウッド発電所用水を予熱する計画があった。

その後、２本目の地熱丼が市の中心部に掘られた。

この２本目の、深さ１．７kｍの地熱丼が、サザンプ

トン地域エネルギーシステムの開発における仲介役

を果たすことになった。１９８７年に掘られたこの

地熱丼の流量は１２０／秒、地表での温度は７４℃

あり、吸収式ヒートポンプ併用による総出力は

２ＭＷであった。

しかしエネルギー省の調査で地熱資源の小さいこ

蕊id醗図蕊i随鋼勘i蕊貞）埜僅

仲介役となった地熱

１９８０年代、英国ではエネルギー省を中心に新

エネルギーの研究が行われ、中でも、国内の地熱利

用の可能性に関する研究に力が注がれた（図１）。

しかし、残念ながら英国における地熱利用が採算に

合う可能性は他の欧州諸国に比べてはるかに小さ

く、「高温宕帯」や「帯水層」の調査はすべて放棄

されることになった。しかし、こうした調査プロジ

ェクトが、サザンプトンの地域エネルギーシステム

の開発にとって無くてはならない仲介役を果たすこ

とになったのである。

イングランドの南海岸に面した都市、サザンプト 図1．英国内の、地熱帯水囮が予想される主な地壇（オレンジ）
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とが判明すると、市中心部のこの地熱丼も、地熱利

用研究のために英国各地で掘られていたその他の地

熱丼も、すべて放棄されることとなった。しかし、

サザンプトン市議会（ＳＣＣ）は、市中心部の地熱

丼掘削に要した経費を無駄にすることになるとし

て、プロジェクトの続行を決めた。

これに賛同したサザンプトン市長アラン・ホワイ

トヘッドは、市の財政部長マイク・スミスの下に市

職員によるプ□ジェクトチームを設け、超党派の協

力体制によって、民間セクターに技術面、営業面、

資金面の援助を求めながら市全域の地域エネルギー

システムを構築するという、意欲的な計画を練り上

げた。そして、プロジェクトチームは市中心部の地

熱丼を「仲介役（触媒)」として利用したのだ。

管理の専門知識をすべて提供する。

・経理を公開し、システムの完成、拡大に伴う収益

をＳＣＣに配当する。

また、SCCの契約義務は次のとおりである。

･合同庁舎【ＣＭｃＣｅｎｔｒｅ：以下同じ】をはじめ、

暖房が必要かつ可能な市の関連建物はすべてシス

テムに接続する。

●Utilicom社に協力して暖房システムの潜在需要

者開拓を行う。

●システムの構築に関しUtilicom社を全面的に支

援する。例えば、計画（暖房ステーションの増設

計画申請に関する助言)、幹線道路（ＳＧＨＣ社に

よる本管敷設工事中の交通遮断の協力）など。

・熱生産プラントを設置する暖房ステーション用地

を無償で貸与する。

●市の行政管内ではUtilicom社を「法定公益事業

者」として扱う。

第一段階：事業提携契約

市議会はlDEX社の子会社であるUtiIicom社を協

力企業に選んだ。Utilicom社はフランスで地熱利

用の地域エネルギーシステムの開発実績がある。

１９８６年、Utilicom社はプロジェクトを推進する

ために、子会社としてＳｏｕｔｈａｍｐｔｏｎ

Ｇｅｏｔｈｅ｢malHeatingCompany（サザンプトン

地熱暖房会社：ＳＧＨＧ）社を設立した。まず最初

のステップは、ＳＣＣとＳＧＨＣ社との間に長期の協

力関係を構築する事業提携契約を締結することであ

った。

この提携契約は、１９８６年の締結当時には官民

協力事業（Public-P｢ivatePartne｢Ship：PPP）

の草分け的存在であった。この契約は２００５年に

２５年間の契約更新を行なっている。（ＰＰＰという

発想や民間資金の利用という方法が一般的になった

のは、この契約が締結されてから１０年後のことで

ある｡）この事業提携契約は簡単なものであるが、

この契約こそ、Utilicom社およびSCCの双方とも、

サザンプトン地域エネルギーシステムの成功の要因

であるとしている。

Utilicom社の契約義務は以下のとおりである。

●サザンプトンに、地熱を主熱源とした地域暖房シ

ステムを創りあげる。

・市の関連建物に対し､割引料金で暖房を供給する。

・システムを成功させるために必要な資金、技術.

この契約は、1986年の締結当時には官

民協力事業の草分け的存在であった。

初期の展開

市内に新設される建物も暖房の供給先になってお

り、そうした供給先にシステムが間に合うよう、

Utilicom社は事業提携契約の締結前からすでに仕

事に取り掛かっていた。例えばＡＳＤＡというスー

パーマーケットは、熱供給施設すらまだできていな

い市のシステムから暖房供給を受けることを前提に

して設計がなされた。そのため、暖房システムの熱

供給施設はＡＳＤＡの建設工事と同時進行で建設す

ることとなったのである。暖房供給先の信頼を裏切

りたくないという一心からである。

当時の英国はエネルギー市場の規制緩和前で、独

立系企業による公益事業など考えも及ばない時代で

あった。そのため、このプロジェクトは中央電力庁

や、英国の電力市場やガス市場に独占権を有してい

たＢ｢itishGas（ＢＧ）社とは相容れないものがあ

った。

規制緩和前の１９８０年代に、ＢＧ社は商工業向け

業務用ガス料金と家庭用ガス料金を公表した。それ

によると、業務用ガス料金は家庭用ガス料金のせい
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ムでは初の冷水利用顧客となった。（システムの温

水は往き温度が８０℃で、戻り温度は５０℃で設計

されており、システム圧力【systemｐ｢essure】

は約５ba「（７２psi）である。冷水供給網は往き温

度６℃、戻り温度１４℃に設計されている｡）【原文

は括弧の終りが落ちているようです】

ＳＣＣが運営する、オリンピック規格のプールを

擁する水泳施設QuaysSwimmingandDiving

Complexが、上記のホテルに続いて冷水利用顧客

となった。２０００年には広さ５３エーカー（約２１

万４．５００，２）のショッピングセンター、Ｗｅｓｔ

Ｑｕａｙ（西埠頭）ショッピングセンターが完成し、

システムに接続した。この特大規模の建物の接続に

あたっては、共有部分および２つの中核店舗、

JohnLewisとＭａ｢ksSSpence｢部分の地主が

ＳＧＨＣ社と冷暖房用冷温水の供給契約を締結した。

また、ＳＧＨＣ社はＳＣＣとのセクション１０６プラン

ニング契約に基づき、ショッピングセンター内部に

冷水用環状本管を敷設した。これによって、

ＳＧＨＣ社はショッピングセンター内の全店舗に対

し冷水供給の営業活動ができるようになった。

１９９９年にサザンプトンはパークビューにおけ

るＢａ｢ratHomes社による宅地開発にシステムを

接続した。民間企業による宅地開発と地域エネルギ

ーシステムとの接続も、英国ではサザンプトンが最

初であり、以来、英国政府によってベストプラクテ

ィス（最優良事例）として扱われている。その後、

Bar｢ａｔHomes社は２００２年に、旧サザンプトン

サッカー場、TheDeIlの跡地にも宅地開発を行な

っている。

ぜい５０％で、年間使用量によってはさらに安くな

る場合もあった。ＢＧ社は英国でのガス供給権を一

手に独占し､全国のガス供給網を所有していたため、

サザンプトン地域エネルギーシステムとしては、コ

ージェネレーションや地熱、プラントの故障などで

ピーク時需要の対応ができない場合の予備ボイラー

用ガスについてはＢＧ社による供給に頼るしかなか

った。しかも、当時のガス市場にはまだ規制緩和も

競争もなかったため、ＢＧ社はUtilicom社を「身の

ほど知らずの挑戦者」とみなしていた。

そのため、ＢＧ社はUtilicom社の予備ボイラー用

ガス供給に対して家庭用ガス料金を提示した。しか

しUtilicom社としては、システムの利用者に地熱

やボイラーによる熱を規定の割引料金で供給しなけ

ればならなかった。こうした利用者は本来なら、業

務用料金のガスを使用するボイラープラントを利用

したはずである。こうした問題を抱えながらも、こ

の時期、ＳＧＨＣ社は地熱と燃料油のみによる稼働

で順調に業績を伸ばし、燃料油によるコージエネレ

ーションプラントについては電力出力合計

BOOkWeまで増設した。

残念ながら、暖房ステーションに次いで計画され

ていた一連の建物の建設は、１９９０年代後半まで

時間がかかってしまった。本来、こうした建物はシ

ステムのベース□－ドの中核となるはずであったも

のである。しかし、これがつまずきとならないよう、

Utilicom社はサザンプトン市内全域に利用者を求

めて回り、地元の短大やサザンプトン研究所、王立

サウスハンツ病院といった大学や病院など、既存の

大型施設をシステムに接続していった。これに伴う

市内全域への高額な暖房網拡張費用に加え、相変わ

らず高価な予備ボイラー用燃料ガス【｢ガス」の間

違いではないでしょうか】のため、この時期はシス

テムにとって困難な時期となった。

1999年、民間企業による宅地開発と地
域エネルギーシステムとの接続も、英
国ではサザンプトンが最初であった。

冷暖房供給契約はすべて２０年契約である。新築

の利用者はその建物にボイラーや冷房施設を備える

ことなく、サザンプトン地域エネルギーシステムに

よる冷暖房供給のみに依存している。

サザンブトンの再開発

１９９０年代半ばから後半にかけて、サザンプト

ン中心部で五つ星のホテル、ＤｅＶｅ｢ｅＧ｢ａｎｄ

Ｈａ｢bou「Hotelの建設を皮切りに再開発が始まっ

た。このホテルは暖房ステーションから６００メー

トルの距離で、サザンプトン地域工ネルギーシステ

大規模ＣＨＰ

こうした新規土地開発への接続と英国エネルギー

３２都市環境エネルギー第89号



トの姿である。

５７ＭＷeのＣＨＰユニットは冬期における暖房熱

生産の中核であり、暖房需要が高まったときは

４００ｋＷeの小型ＣＨＰユニット２基と地熱丼がこれ

を補助する。暖房ステーション、合同庁舎および病

院にはボイラーが設置されており、極端な暖房需要

ピーク時への対応など弾力的な対応ができる。

市場の規制緩和により、１９９８年にはシステムに

大型のガス焚レシプロエンジンによる熱電併給

(ＣＨＰ）プラントを導入することが可能となった。

このＣＨＰユニットのエンジンは出力５７ＭＷeの

Ｗａ｢tsila社製１ＢＶ３２ＤＦで、圧力４ba「（５Bpsi）

の天然ガスと液体パイロット燃料で作動するが、ガ

ス切れやガス価格の高騰時には液体燃料だけでも運

転できる。従来から使用していた２基のＣＨＰユニ

ットもガス焚エンジンと入れ替えた。

システムでは上記の大型ＣＨＰユニットを暖房シ

ーズンのベースロード用の主力として使用し、２基

の小型ＣＨＰユニットのほか合同庁舎とサウスハン

ツ病院に備えた予備ボイラー、および地熱丼を補助

用として使用している。

新規土地開発への接続に伴い冷水の需要も増加し

ており、冷水製造プラントの出力は１０ＭＷ

(ａ８４４ＵＳＲＴ）を超えている。その中で、出力

１８ＭＷ（５１２トン）の吸収冷凍機は革新的な装置

で、大型ＣＨＰユニットからの高温の排熱を利用し

て冷水を作るだけでなく、地熱丼とともにヒートポ

ンプの役目を果たして熱出力を高める。

１７２の客室を備えたＤｅＶｅ｢ｅＧｒａｎｄＨａ｢bou「ホテルは冷

暖房の利用顧客である。海岸を見下ろす高さまで昇るガラ

ス張りのエレベーターからは－面の景色が見渡せる。

地熱丼は、５．７ＭＷのＣＨＰユニットからの高温

排熱で作動する出力１８ＭＷ（５１２ＵＳＲＴ）のヒ

ートポンプと併用する。ヒートポンプは排ガス熱交

換器から１３５℃の熱水を回収するため、地熱丼の

熱出力を倍加する。

６蟇の蒸気圧編式冷凍機［１基あたり約１．３ＭＷ

(ａ７０ＵＳＲＴ)］は冷水需要に対応するためのもの

統合的エネルギーシステム

大型ＣＨＰの導入によってサザンプトンのプロジ

ェクトはまさに統合的地域エネルギーシステムへと

発展した○図２のシステムは現在の暖房生産プラン

囲房

家庭用温水
利用者例
合同庁舎団房ステーション期股部 図房ステーション

匹旦垂乙

タービン油圧供給
利用者への地域阻房埋股哩簡

図２．熱生産プラントおよび供給網の概念図（イングランドのサザンブトン）
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維持できるよう、新しい燃料や技術の開拓に努めて

いる。

計画としては次のようなものが挙げられる。

●暖房ステーションの屋上に８５ｋＷの太陽熱集熱

器を設置する。

●施設の裏に氷蓄熱檜を設置し、６基の蒸気圧縮冷

凍機と併用する。

●冷水需要が高まったら、現在の冷却塔の向かい側

に埋設してある地下排水溝に、冷凍機の冷却水を

廃棄する。

●１ＭＷのバイオマス発電装置を設け、これに、市

のリサイクル施設から出る廃材を利用する。

●食用油を燃料に使う。現在ＢＯＯｋＷｅの発電機に

テスト使用している。

●８００ｋＷのＣＨＰユニット１基を合同庁舎に設置

し、電力を庁舎に、熱を暖房網に、それぞれ直接

供給する。（現在、王立サウスハンツ病院に

７２５ｋＷのＣＨＰユニットを設置し、同様の方法

を実施している｡）

で、ＣＨＰユニットで発電した電力で作動する。夏

期は蒸気圧縮冷凍機による熱負荷および電力需要は

２基の小型ＣＨＰユニットで対応するようスケジュ

ールが組まれている。地熱丼と併用するヒートポン

プも夏期は冷凍機として使用することができ、その

場合もやはＤ５７ＭＷｅのＣＨＰユニットから回収し

た排熱で作動し、１８ＭＷ（５１２ＵＳＲＴ）の冷水

を製造する。

現状および今後の展望

現在、サザンプトン地域エネルギーシステムの暖

房熱供給露は年間４万ＭＷｈ、冷水供給量は年

７０００ＭＷhである。市の中心部全域で大□業務需

要４０件強、家庭用需要数百件の顧客を擁している

(表1)。

表１．サザンプトン地域エネルギーシステムの主要顧客

眼房出力ＭＷｈ冷厨出力ＭＷｈ
建物

（MMB1u）（トン／時）

１５００Ⅲ26.600）

lobe51dded2006
合同ｉｆ侍 4,600（15.700）

技術卯Ｆ１学校 Z300（21.915）
システムにおける地熱の役割にも復活の兆しが見

える｡近年､圧カパッカーに不具合が出始めたため、

地熱丼の熱出力が低下している。また、大型ＣＨＰ

の使用により地熱丼の使用度も低下している。しか

し燃料価格が高騰しているため、現在、新型の電動

水中ポンプにより揚水を再開し、従来の電力使用塾

で2倍の熱出力を得る計画を正式に検討中である。

しかも、英国政府がＣＨＰ証書のようなものを導

入し、ＣＨＰによる電力の価値を上げるという噂も

あり、そうなればサザンプトンの将来は明るい。

[現在、再生可能エネルギーを使用して生産した電

力には再生可能エネルギー証醤が付与されており、

該当する電力の価値は現在、１kWhあたり３ペンス

(００５３＄）である｡］

ｌｉＩＺサウスハンツ捕院8,800（30$034）

WestQuay価埠頭）

ショッピングセンター
4POO（13.652）5.050（1,436.220）

DcWreGramd

Ilarbourホテル
1,150（327.060）2,800（9,556）

ＮｏｖｏｔｅｌａｎｄＩｂｉｓ
ｌ８００（6.143）

Hotels社

水ｉｋ・ダイビング施設2.400〈8.191） 200（56.880）

駐輿nili:､生命本社 1500（al20）

(X〕0（l7UelO）BBCテレビスタジオＬ400“778）

5.400（1a430）その他の建物

40.()00（136520）７POO（1900BOO）現在麓使用舐

今後の見通しとしては、暖房ステーションの南で

間もなく始まるＷｅｓｔＱｕａｙ（西埠頭）第３フェー

ズの開発に加え、合同庁舎周辺の再開発もあること

から、サザンプトン地域エネルギーシステムの将来

は活況が期待できる。

近年、利益面では厳しくなってきているが、これ

は英国におけるガスと電力の卸売価格の差が狭ま

り、ＣＨＰの将来性に深刻な影響を与えたためであ

る。しかし、現在は価格差が広がりつつある上、

SＧＨＣ社ではシステムが成長と健全な財務体質を

サザンプトンのシステムはなぜ成功したのか

サザンプトンのシステムは現在も成長を続け、ま

すます強化されつつある。さまざまな新技術による

力を発揮しながら、今後１０年間の躍進を期してい

る｡システムの成功は以下の理由によると思われる。

（１）２０年前と変わらぬ強い官民協力体制。
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（２）燃料の入手可能性燃料価格、エネルギー技

術の変化、市場の自由化への柔軟な対応。

（３）サザンプトン市の開発による変遷および成

長・収益維持のための供給網拡大ニーズへの

柔軟な対応。

（４）個々の利用者に応じたシステムへの接続方法

を技術、経済の両面で実現する能力。

蘂者紹介

サイモン．Ｍ・ウッドワード

Utilicom社最高経営責任者。英国における地域エ

ネルギーシステム開発の第一人者の1人。Utilicom

社のシステムはさまざまな市場分野に顧客を有し、

供給エネルギー鼠は３万世帯相当分を上回る。ウッ

ドワードは１９９１年にUtilicomに入社。サザンプ

トン地域エネルギーシステム増設工事の設計と施工

管理に携わり、RSHHospitalやＤｅＶｅ｢ｅＧ｢and

Ha｢bou「Hotelなどのシステム接続を手がける。

１９９６年７月に最高経営責任者に就任。１９B7年ス

ワンジー大学でエネルギー・テクノロジーおよびマ

ネジメントの２：１理学士号（優等）を取得後、

WSAtkinsエンジニアリングコンサルタンツに４

年間勤務。Ｅメール：Simon＠utilicomcouk

上記の成功要因に加え、サザンプトンのシステム

では現在、毎年1万トンずつ二酸化炭素の排出量を

削減している。この功績が認められ、サザンプトン

のシステムは２００１年にＱｕｅｅｎＳＡｗａｒｄｆｏ「

Ente｢p｢ise（企業に対する女王賞）の「持続可能

な発展」部門で受賞した。こうしたことのすべてが

要因となって、サザンプトンのシステムは、営利事

業としては英国最大の地域エネルギーシステムへと

発展したのである。 翻訳及び転iiiEについてはｌＮＴＥＲＮＡＴｌＯＮＡＬＤ１Ｓ

ＥＮＥＲＧＹＡＳＳＯＣｌＡＴｌＯＮから許諾取得済み記賊

ＤＩＳＴＲＩＣＴＥＮＥＲＧＹ･ＶＯＬ２２００Ｓに公表のもの

UiZについてはｌＮＴＥＲＮＡＴｌＯＮＡＬＤ１ＳＴＲｌＣＴ

ＡＳＳＯＣｌＡＴｌＯＮから許諾取得済み記耽原本は

DistnctEn0rgyinSouthampton
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hot「⑰とkｓ 高沮の岩

高沮を発生する花自岩(＞255に]）
Hot、『ｙＲｏｃｋ（HDR:高沮の乾煥した岩)とも呼ばれ、
地9A技術を応用することで利用の可能性のある．
クリーンなエネルギー資五・

absorptiDn

hmtpump
吸収式ヒートポンプ

ヒートポンプサイクルには．
高沮の熱を皿助源Iこするタイプと．
助力五に圧簡樋を用いるタイプとがあり．
前者を吸収式ヒートポンプ、

ｉｎ者を蒸気圧鮪式ヒートポンプと呼ぶ。

ｐＳＯ pSO

、■ポンド毎平方インチ

(poundper2qmreinch）

IbsU＝１[L｢/in】＝60940《P､］

piIbtoffueIoiI パイロット液体煙料 ガスエンジン'二は､初動の点火鱒'二

液体のパイロット煙料を使用する樋種がある。

１０ＭＷ

(2,844 ton5）

１０ＭＷ

(2８４４ usFm

USRT:アメリカ冷凍トン

Ｏに】の水２０００【L]を24[h]で、
Ｏ【qC】の氷Iﾆする熟且．

I〔UＳｍ]＝(20000[､］ｘｌ４４[BTU/Ⅱb〕）
/(24[h］ｘ３９７【BTU/kcal）

＝3024仏c⑥l/h]＝12058仏J/h]＝352GW】

vDpor

conmressIon

chlI1ers

蒸気圧鏥式湘凍樋
フルオロカーポン冷媒(フロンの正式名称)を
使用している冷凍樋田．
冷HXを凝鰯･圧館して使用する。

aschiⅡed-wnter

demandSincreose・

rejectingthCbw

tempemtu7eh6OQ

ITomlhecooling
Systeminto

cuIVerts

DuriedbeneDththe

bciljtya5opposed
lothecu7Tent

cooIirⅥtowcrs

冷水禰要が増加した鳩合、
現在の冷却iiiの向かい側に
型股してあるＩＤ水溝に
冷凍槻出ロの冷却水を放出する。

湖水需要がl旬加した旧合.冷凍樋出口の冷却水週皮が上昇し、
冷却塔の冷却能力を超えることが予想される。
この坦合､冷却水を捨てて､冷却増に新たな棺給水を
袖蛤するという危昧ではないかと思います。

pre6Su｢epacker 圧カパッカー

バッカーニ

水圧破砕'二よる地般応力測定を行う増合、
孔のある部分の上下をパッカーと呼ばれる2Kで閉じて．
その中の水圧を測定する。
￣よくわかりませんが.地熱の世界では応力測定'二
使用する股備のようです。



大学研究室紹介

鼠
大阪大学大学院工学研究科

環境・エネルギー工学専攻

都市エネルギーシステム領域（下田研究室）

大阪大学大学院ｴ学研究科環境.ｴﾈﾙｷﾞｰ工学専攻教授下田吉之

大阪大学環境・エネルギー工学専攻について環境エネルギーシステム領域から移行してできた研

大阪大学工学研究科環境・エネルギー工学専攻究室で、２００７年３月に水野稔教授が定年退職され

は、工学研究科内の環境工学専攻（１９６８年環境た後、同１２月に下田吉之が教授に昇任し、現在鴫

工学科として設立)、量子エネルギー工学専攻海大典助教、西川誠行教務員、溝上郁事務補佐員の

(１９６２年原子力工学科として設立）という２つの４名で運営しています。また、研究面では本字サス

伝統ある専攻を中心とした統合により２００５年にテナビリテイ学連携機構の山口容平特任助教の協力

設立された新しい専攻です。本専攻では環境保全.を得ています。学生は、２０ＯＢ年１月現在大学院後

修復、環境管理、環境デザイン、原子力エネルギー期課程３名、前期課程１５名、学部４年生６名の計

技術・新エネルギー技術を含めたエネルギーシステ２４名が在籍しています。

ム全般、医療・福祉への放射線応用技術など広範な本研究室では、エネルギーシステムを構成する大

分野にわたる研究・教育を通じて持続可能な社会のきな要素の一つであるエネルギー需要端を、都市と

構築に資する人材の育成を目標としています。またいう「面」として捉え、その全体あるいは要素の評

２００６年４月には学部の教育課程として環境・エネ価と最適化を行うことをテーマとしています。すな

ルギーエ学科を設立しています。わち、人□の過半が集中し、莫大なエネルギー消費

がおこなわれている都市を舞台に、そのエネルギー

都市エネルギーシステム領域についてフ□－を消費側（化石燃料の消費による地球温暖化

都市エネルギーシステム領域は旧環境工学専攻の影響の抑制）と廃棄側（人工排熱や太陽エネルギー

Ｉ 面力供給76392

単位↓TJ／年

’－７

国力２pe9D9

産曲廃表物９２９０

－段廃棄杓４４０６２

固体蝋料48211

石油217425

ガス342797

温撚向iMiWn露TＴ

-ｪ鯛甥量1--銅別一一L---鯵……－エネルギー消費・エネルギー転換

図－１大阪府のエネルギーフロー
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収支の人為的改変によるヒートアイランド現象の抑

制）の両面の観点から改善することを目的として、

今後のエネルギー消費のあり方と屋外熱環境の制御

手法を研究しています。

以下に、研究室で取り組んでいる各テーマについて

紹介していきたいと思います。

ギー対策の効果を都市レベル・国家レベルで評価す

ることができます。

また､業務部門においては､街区を基本単位とし、

街区内の建物一棟毎のエネルギーシミュレーション

をベースに街区のエネルギー消費をボトムアップ

でシミュレーションできるモデルを開発しました。

このモデルを使用することによって、建物内の機器

の省エネルギー化に始まり地域冷暖房に至る各スケ

ールの省エネルギー対策をシームレスに評価するこ

とが出来るようになり、現在、都市構造への提言も

含めた、総合的な地球温暖化対策シナリオの研究を

行っています。

都市のエネルギーフロー研究

前記のように都市のエネルギーシステムを包括

的に評価するためには、都市を舞台にしたエネルギ

ーのフローの実態を把握することが重要です。そこ

で、約１０年前にそれまでおこなってきた地域冷

暖房に関する研究、ヒートアイランドに関する研究

の成果をベースに、図－１のような大阪府のエネル

ギーフロー図を作成しましたi'。この元になったデ

ータベースは地域メッシュ毎に作成されているの

で、熱需要密度から地域冷暖房の整備可能性を検討

したり、後述するように排熱量を境界条件としてヒ

ートアイランド現象の評価をおこなったりすること

が可能です。

地域冷暖房システムの省エネルギー性評価

地域冷暖房システムについては、以前より未利用

エネルギー活用可能性などの研究をおこなってきた

pjfi5碑■〒しピロ頭、□1Nﾘﾘﾛﾛg泊り■O鍋Ｄ５困り曰冷Fヨ

べ声ｽﾗｲﾝ

麺営迩摩

Ｒ睡準

ﾄｿﾌﾞﾗﾚﾅｰ粥澗肛肛

ﾄｿﾌﾞ豆ﾉﾅｰﾛﾕ，

民生部門最終エネルギー消賀のモデル化

最近では、特に地球温暖化対策への政策ツールと

して応用されることを目的とし、民生部門の都市内

エネルギー最終需要を詳細にモデル化したシミュレ

ーションモデルを開発しています。家庭部門では世

帯（人数や構成）や住宅の形式、断熱性能によって

エネルギー消費が異なることに着目し、都市内の世

帯を数百類型に区分し、そのそれぞれについてエネ

ルギー消費のボトムアップモデルを作成しました。

これによって図－２に示すように各種の省工ネル

飾挺,Yフー歩ｒ"~画珂⑪回…)１，－コ

塾
型

団偲

ﾄｿﾜﾖ〃－そon也
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、
｜
、

mFm1pT電1五7Ｆ１１１－回り■￣”…■

０１０２０３０４０５０６０７０

銅U脂渤写ﾈﾉﾘ陰jFn麺FyfVl

図－２各種エネルギー対策による大阪市家庭部門の

エネルギー消費削減効果

図－３産業部門省エネルギー対策の全体図
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ところですが、最近では地域冷暖房システムの省エ

ネルギー性能の評価研究に力を入れています。研究

では、電力を主たるエネルギー源としてヒートポン

プを利用する「電動主体方式｣、都市ガス等燃料を

主たるエネルギー源としてコージェネレーションを

含む「吸収・ボイラー方式」それぞれについて、個

別の冷暖房方式と地域冷暖房方式でどのような要素

に差が生じるのか、それぞれの要素が省エネルギー

性能にどの程度の効果があるのか、更には、今後の

改修、運用改善や技術革新によってどの程度の省エ

ネルギー性向上が期待できるかについてシミュレー

ションによる検討を行いました。結果の一例を図－

４に示します２１。

００

】Ⅱ１．

－０２

-０４

幻１６

－０８

-09

｢K１

図－５人□排熱の気温上昇への影響の評価結果

ヒートアイランド現象のシミュレーション

ヒートアイランドの分野では、街区・建物レベル

から京阪神地区レベルの多様なスケールで開発行為

や緑化・排熱削減・高反射率塗料等の気温低下方策

が都市気象に及ぼす影響・効果をシミュレーション

により評価するとともに、緑地などの効果が周辺気

温に及ぼす影響についてフィールド観測による定遡

化を試みています。特に人工排熱の削減対策が気温

に与える影響について、前述の都市エネルギーフロ

ー研究の成果を用いて都市内の人工排熱排出の時空

間分布を境界条件として与え、本専攻の共生環境評

価領域（加賀研究室）で開発された３次元大気環境

シミユレーションプ□グラムＯＡＳｌＳと組み合わせ

て現在のヒートアイランド現象の正確なモデル化が

可能になったこと、それをベースに各種の具体的な

対策が定量的に評価できるようになったこと（図－

５）は大きな成果です３１。
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ヒートアイランド現象による環境インパクトの定鬮

化

ヒートアイランド現象に対する対策の重要性を訴

えるためには、ヒートアイランド現象が人間社会に

どのようなインパクトを与えているかを定量的に明

らかにする必要があります。研究室ではこの分野に

早くから取り組み、図－６に示すようなヒートアイ

ランド現象の影響連関図を作成した後、冷暖房を中

心としたエネルギー消費や水消費に与える影響、熱

中症や不眠と言った人間の健康に及ぼす影響、植物

からのＶＯＣ放散や光化学反応の活性化を考慮した

光化学オキシダント澱度上昇の影響などを検討して

きました。これによって、ヒートアイランド緩和策

の導入に伴う費用便益評価を行うこと等が可能とな
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図－４地域冷暖房システムの冷熱供給における省エネルギ

ー要因分析結果（上：電動主体、下：吸収・ボイラー式）
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図一ｓヒートアイランド現象の影習運四回

ったと考えています。 参考文献

１）下田吉之，高原洋介，亀谷茂樹‘１）下田吉之，高原洋介，亀谷茂樹‘鳴海大典，水

野稔：大阪府におけるエネルギーフローの推定と

評価都市における物質・エネルギー代謝と建築

の位置づけそのａ日本建築学会計画系論文集，

555号（2002-5)，ｐｐｇｇ－１０６

２）下田吉之：地域冷暖房システムの省エネルギー

性特集エネルギーの面的利用と地域冷暖房，

省エネルギー．５９－９（2007）pp23-2S

３）森山正和編、下田吉之、鳴海大典（分担執蘂)：

ヒートアイランドの対策と技術,６章人工排熱

の影響と対策（ｐｐｌ３３－１４６)．学芸出版社，

（2004-8）

おわりに

本稿では、当研究室の研究概要について説明しま

した。本研究室ではこの他にも、自然通風を利用し

た冷房エネルギーの削減評価や透過型太陽電池の

熱・光・発電の同時評価などの研究をおこなってお

り、今後も、都市を舞台に、現実的な地球温暖化や

ヒートアイランド現象の解決策を提案するべく、い

ろいろな視点から研究を進めていく所存です。
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工場拝見

川崎重工業株式会社明石工場

川崎函工業株式会社ガスターピンビジネスセンター

発電プロジェクト営業部ソリューション推進課
いどひでき

上級専門職'|台±英毅

では、ガスタービンの開発・設計・製造拠点である

川崎重工業の明石工場を紹介します。

ガスタービン（含むジェットエンジン）は、陸・

海・空における旅客・貨物の輸送用機器および発電

装置の原動機として、２０世紀後半に急速に発達し

てきた熱機関です｡当社でのガスタービンの歴史は、

１９４２年のジェットエンジン（ネーO～４）の研究試

作が始まりです。その後、米軍のジェットエンジン

オーバーホールで技術を磨き、１９６７年にはジェ

ットエンジンの製造に着手しました。今曰では、防

衛庁向けのヘリコプター用エンジンを製造するとと

もに、大型旅客機用エンジンの国際共同開発・分担

製造を行っています。航空用エンジンが実現してき

た絶対ともいえる「信頼性」を、発電機や機械の駆

動源として生かそうと、１９７２年、自主技術で開

発に着手し、これに成功したのが「カワサキガスタ

ービン」です。現在、２００ｋＷ級の小型機から２万

ｋＷ級の大型機までシリーズ化をはかり、これを駆

動源とした非常用発電設備、コージェネレーション

システムは、国内外で高く評価されています。ここ

1．明石工場

明石工場は、日本列島のほぼ中央、日本標準時の

子午線が走る兵庫県明石市にあります。１９４０年

に当時の川崎航空機工業の明石工場として完成しま

した。その後、１９６９年、111崎重工.Ⅱ|崎航空

機・’11崎車両のａ社が合併し、新たに111崎重工業明

石工場となり、現在に至っています。ここは、基礎

研究部門、データシステム部門、および二輪車、汎

用エンジン、産業用ロボットさらに航空機用・陸

舶用ジェットエンジン・汎用ガスタービンエンジン

など、それぞれに業界屈指の技術をもって幅広い製

品群を送り出す川崎重工業の主力工場の－つです。

敷地面積は４９万平方メートル、営業・管理・研

究・設計・生産・サービスを含む従業員数は約

3,400人です。

ヴトー ニＬ二ＤＲＫＳ

明石Ｔ場全景2003.9掘影
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ａ製品紹介

小型・軽量で大出力、冷却水が不要で環境にやさ

しいなど、ガスタービンならではの魅力に加え、純

国産の信頼性と充実したサービスが評価されて、開

発以来、急速な発展を遂げてきました。非常用発電

設備で始まったガスタービンの応用製品は、移動電

源車、ポンプ駆動設備、コージェネレーションシス

テム、コンバインドサイクルシステムヘと広がり、

それぞれのシリーズ化は、今なお拡大の過程にあり

ます。第１号ガスタービンの誕生から３０余年一活

躍の舞台は､今も､加速度をあげて広がっています。

２．カワサキガスタービン

(1)開発・設計技術

現代のガスタービンに求められる条件は、極めて

多岐にわたっています。高い信頼性や耐久性が求め

られるのは当然のこと、近年の環境意識の高まりを

受けて、クリーンな排ガス特性（ＮＯｘ排出削減）

は必須の条件であり、地球温暖化防止の観点から

CO2排出削減効果の期待も大きく、さらにランニ

ングコスト低減などの経済的側面から効率向上への

ニーズもますます高まっています。明石工場は、当

社技術研究所と隣接しており、密接な連携を保ちな

がら、最新の設計技術と製品の開発に力を注ぎ、常

に技術力の向上に努めています。 (1)非常用発電設備

非常用ガスタービン発電設備「カワサキＰＵシリ

ーズ」は、出力１５０ｋＶＡから６．０００ｋＶＡまで全

２１機種をシリーズ化。屋上設置も屋内設置も可能

で、運転・メンテナンスが容易な設備として高く評

価され、このクラスにおける、わが国の非常用発電

設備市場では圧倒的な納入実績とシェアを誇ってい

ます。

(2)生産技術・設備

ガスタービンの部品製作・加工から、発電設備の

組立・運転試験に至るまで一貫生産体制を確立して

います。加えて当社は産業用□ボットメーカーでも

あり、□ポットを利用した生産システムの構築にも

力を注いでいます。例えば、ガスタービンのコンブ

レッサロータは多段構造で、数百個の勤翼が精密に

植え込まれています。この植込み部の面取りに□ポ

ットを導入し、一定力押付け加工ツールを持ったロ

ボットが均一な面取り加工を行うことによって、品

質の安定と省力化を図っています。このように、最

新の工作・加工機械、検査設備、組立・運転設備を

そろえ、厳しい品質管理のもとに１台1台念入りな

検査を行って送り出しています。

(2)移動電源車

「小形・軽量で冷却水不要」「優れた始動信頼性」

というカワサキガスタービンの特長は、移動電源車

の駆動源として、まさに理想的です。圧倒的ともい

える納入実績を築き、高い評価を受けている定置式

の非常用発電設備に、機動力を持たせた移動電源車

は、出力１５０kVAから４０００kVＡまでシリーズ化

されています。

醤
移動電源車

ＭＰＵ２０ＤＯ（出力1600ｋＷ）

非常用発電股備

PU2500（出力2500kVA）×２股圃例

都市環境エネルギー第89号４１



(3)コージェネレーションシステム

・コンバインドサイクルシステム

コージェネレーションシステムとは、1次エネル

ギー（燃料）を使用してガスタービンを駆動し、複

数の２次エネルギー（電気、熱など）を連続的に取

り出すシステムです。また、コンバインドサイクル

システムとは、ガスタービン発電設備と蒸気タービ

ンを組合せ、燃料が持つ高温の熱エネルギーから電

力を最大限に絞り出すシステムです。発電端出力

650ｋＷから１８．０００ｋＷまで標準１１機種のコージ

ェネレーションシステムと、発電端出力ａｏｏｏｋｗ

から５００００ｋＷまでのコンバインドサイクルシス

テムをラインナップしています。

水不要、低振動、低騒音、優れた始動信頼性など、

ガスタービンならではの特長が、排水機場における

設備の信頼性向上と、操作・維持管理の簡素化を実

現し、納入実績を重ねています。

(4)ポンプ駆動設備のパラグラフの移動

カワサキＭＤシリーズは、豊富な実績をもつカワ

サキガスタービン発電設備の経験と技術をもとに、

１９８１年から研究開発を進め、１９８６年に１号機を

完成させたポンプ駆動用のガスタービンです。冷却

立軸ポンプ駆励鱒礎設邇例

(5)護衛艦用主発電装置

わが国の海上防衛に重責を果たす最新鋭の護衛艦

に、当社の舶用主機駆動用ガスタービンエンジンと

ともに、カワサキＭ１Ａ形ガスタービンを駆動源と

した主発電装置も採用されています。
ﾏｰｰ｡~－－~￣----~１

壜蝋墨二ｺiＩ
鱒-￣

旧8水

コージエネレーシヨンシステム代表例

璽衛艦（カワサキＭ１Ａガスタービンを

主発畑装個駆動用として採用）

｡＃;i躍藝iil11;！
４．明石工場エネルギーセンター

２００１年１０月に、「明石工場の電力と蒸気のエ

ネルギーコストの削減および総合的環境保全｣、「モ

デルプラントとしてのショールーム｣、「新開発のカ

ワサキＬ２０Ａガスタービン（出力１ａｏｏｏｋｗ）の

長時間実証運転」および「L20Aの運転及び保守の

習熟」を目的として、Ｌ２０Ａガスタービンに川重冷

熱製排熱回収ボイラを組み合わせたコージェネレー

ション設備を設置しました。これにより、工場の需

－１１
■■■

uak5SⅡ8ホタンク

コンバインドサイクルシステムイゼ表例
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要電力の約１／２と需要蒸気のほとんどの供給が可

能となりました。さらに、２００５年８月にＬ２０Ａコ

ージェネレーション設備と７０００ｋＷ級カワサキ蒸

気タービンを組み合わせたコンバインドサイクル発

電設備「PUCS250」（出力２４７００ｋＷ）および、

余剰蒸気をガスタービン内に噴射して熱エネルギー

を電力に変換することで、発電効率を向上する機能

を有するカワサキＭ７Ａガスタービンに111重冷熱製

排熱回収ボイラを組み合わせたコージェネレーショ

ン発電設備「ＰＵＣ７０ＰＬＵＳ」（出力７．７５０ｋＷ）

の設置により、工場の需要電力の８０％と需要蒸気

の全量（冬季を除く）の供給が可能となりました。

明石工場は、二輪車、ガスタービンなどの機械機

器を製造する工場です。このため、化学工場などの

装置産業工場と異なり、昼夜、平曰・休日の電力・

蒸気のデマンドが大きく変動します。この変動が大

きいエネルギー需要に柔軟に対応し、経済的な運用

が行えます。

エネルギーセンター設置により、エネルギーコス

トは１５％削減され、ＣＯ２は２０％低減されました。

また、ＮＯｘは「ＰＵＣＳ２５０」で２３ｐｐｍ

(０２＝１６％)、「ＰＵＣ７０ＰＬＵＳ」で３６ｐｐｍ

(０２＝1ｓ96）と極めて低く、厳しい総璽規制に対応

しています。

i,,ii1ii,,ii1jiiillllliilll
明石工場エネルギーセンター
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新会員紹介株式会社エネルギーアドバンス

全ては地球のために

エネルギーアドバンスの願いです 匠ﾐヨ
ＥｎｅｒｇｇＡｄｖａｎｃｅ

エネルギーアドバンスは、「環境とエネルギーの

接点」を事業領域に２００２年に東京ガスから分

社して誕生した会社です。以来5年間、東京ガス時

代からの高い天然ガス利用技術､信頼､実績を礎に、

お客様のご要望にきめ細かく対応しながら、「省エ

ネルギー・省CO2・省コスト」をもたらす、多彩な

エネルギーサービスを展開してきました。今、私た

ちのサービスは、「エネルギー」の枠を超え、ユー

ティリティ全般の提供、バイオマスの活用、設備運

転管理者の受託といった、様々なお客様ニーズにワ

ンストップでお応えする「総合ユーティリティサー

ビス」へと変化しつつあります。

私たちはこれまで、常に環境へのやさしさにこだ

わった提案を続け、多くの実績を積み重ねてきまし

た。天然ガスコージェネレーション（ＣＧＳ）を基

軸としたエネルギーサービスの提供から、さらなる

環境ソリューションへと視野を広げたアブ□－チを

展開しています。

ＥＮＡＣ*は環境へのやさしさにこだわり、ＥＮＡＣ

基準を掲げながら、以下の3事業を中心に地球温暖

化防止を強力に推進しています。

ｌオンサイト・エネルギーサービス事業

２地域エネルギーサービス事業

ａＣＧＳ設備工事・メンテナンス事業

中でも、地域エネルギーサービス事業は、３５年

以上にわたる地域冷暖房（以下地冷）事業で培った

豊富な技術力やノウハウを活かし、新たなステージ

に進んでいます。幕張新都心インターナショナル・

ビジネス地区では、大型ガスエンジンの導入により

発電型地冷へと新たな一歩を踏み出し、プラント総

合効率（熱源システムＣＯＰ）を大幅に改善しまし

た。明石町地区では総合効率が１０を超える高効率

化を目指した改修工事を現在進行中です。

また、２０００年以降、弊社では新規の地冷の建

設がありませんでしたが、国や東京都等の地球温暖

化防止対策としての地冷への期待が高まる環境が整

った現在、新しいコンセプトによる新規地冷の建設

を積極的に推進する考えています。

下図にエネルギーサービス事業の概念（ビジネス

スキーム）と弊社で著しい成長の実態を示します。

エネルギーサービス事業と地冷事業とは、熱を供給

する建物の数や供給する熱霞こそ異なりますが、本

質は変わりがなく、地冷は形を変えて数を増やして

いる実態が読み取れます。ＣＯＰ３の目標達成、ポ

スト京都議定霞の対策として当協会の役割は極めて

重要と思われます。ＥＮＡＣも新会員として、協会

の活動に協力することが出来れば幸いです。

＊ＥＮＡＯエナック（エネルギーアドバンスの略称）

一エネルギーサーピスー地域冷咀風一・見S晏注丙←ＣＧＳﾒﾝﾃﾌﾞﾝｽ
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エネルギーサービス寵業の進展状況
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エネルギーサービス甲業におけるスキームの概念
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新会員紹介株式会社エツクス都市研究所

エックス都市研究所が目指す

『持続型社会(サステイナブル･ソサエティ)』とは

１．はじめに

株式会社エックス都市研究所は、会社設立以来

３５年以上に渡って、「都市．地域社会｣、「環境」
を２大中核テーマとして、知的生産物としての社会
的価値を創造し続けてきたシンクタンク＆プランニ
ングオフィスです。

「持続型社会の構築」を目標として掲げ、〈地域
活性化、まちづくり》、《環境開発》、《途卜国支援》

の３つの切り□により、実現可能な処方篝をデザイ

ンし、事業化の手だてをプロデュースしています。

ため、都市のサステイナビリティを構成する要素と

して、「環境｣、「社会」「経済｣(トリプルボトムライ

ン）に「人｣をプラスしたアプローチを追求します。

ｒ奴i､し筐１９分J16」Ｂ市のｷｰﾜｰﾄﾞ ｒ乱dhL8Ql9A､､」⑨､のキーワード

『効率性」『共i、性』と『多栂性』
羽,,IlPpml臼ｎｐｐＯ２ｇｆＲ臼ＤＯａｐｐｌＯ~｣ﾔｺﾞ11肪凹■唾`ｍＢｒＩ式▲nL5届ＴｆＤｎルハ

茨Ｏけlb-Jqflmﾆﾋｰ･ｌＲｈ２ｔ回.●ＡＴＪ･ｗ１ ｍＶ▼↑dknT･ヶ'▲LDJ|￣T４，１

了サステイナブルな都市』

￣～■’一

「暮らし続けられる」と「暮らし続けたい」を同時
に満たすためのソリューションこそがサステイナブ

ルデザインと位置づけ、基本計画づくりから事業展
開支援までの幅広いフェーズで適切なサービスをご

提供致します。また、「個別課題の改善を図るため

に人にどう働きかけるべきか」を考えるだけでな

く、「人が満足度の高い暮らしを送ることで、都市

のサステイナビリティが高まり、結果として個別課
題が改善される｣アプローチの可能性を追求します。

＞K劇P『Iihi`‘’人々の呂足･蛸１９

狭、冠と多楴促」
：；

．｡……。…Ｉ｜

）…:麺鶴鶴騨'…｜トリブルポトムライン

|助耶巨),■■⑫■!

罰Jii；
調麹
図１理念イメージ

《地域活性化、まちづくり》と《環境開発》を融
合した分野におけるソリューションを提供する「サ
ステイナブルデザイングループ」の概要・実績をご
紹介します。

サステイナブルら8Ｍ，

２．２サステイナブルデザイングループの実績

｢持続可能な都市とエネルギーに関する調査」

２０３０年に向けた持続可能な都市のあり方や実
現方策についての検討を実施し､人口減少や高齢化、

コミュニティカの低下、環境負荷の増大といった問
題を抱える都市において、持続可能な都市に向けた
都市像として、コンパクトシティの概念と実現に向
けた方法論として｢都市・エネルギーパッケージ｣を
提案しました。

』HｎＭＮＭｎＮＭＦＵＭＦ

IllIIⅢHｉｌｌ
｢環境省補助事業「街区まるごとＣＯ２２０％削
減事業」関連業務」図２組織概要

サステイナブルデザイングループとは

１サステイナプルデザイングループの概要

●
ｃ

（わ｛』（や一」

民生（家庭．業務）部門の温暖化対策として、面

的な広がりを持つ一定エリアで面的な省ＣＯ２対策
(建物間のエネルギー融通・再生可能エネルギーの

活用など）を導入して、街区（エリア）でのCO2排

出量削減事業を実施する面的開発モデルの検討及び
事業実施の提案・サポートを実施しました。

「｢暮らし続けられる」と「暮らし続けたい」が
両立した都市」を目指すべきサステイナブルな都市

と位置づけ、「都市の更新・マネジメント｣、「地球
温暖化への対応」といった都市が抱える課題解決の

都市環境エネルギー第89号４５



新会員紹介株式会社ヒラテ技研

私たちは､安心して蟇らせる環境への提案をいたします。
株式会社ヒラテ技研

卜します。主な業務内容を以降に示します。

・新エネルギー／省エネルギー計画の策定支援

・新エネルギー導入支援

・風力発電事業支援

・環境基本計画の策定支援

・地球温暖化対策の策定支援

（２）産官学による共同研究・開発

環境エネルギー分野において、大学および研究機

関が保有する多くのノウハウおよび人的資源をユー

ザーのニーズに適用できる様に資金調達、補助金の

申請を含めた共同研究開発のコーディネートに取り

組んでおります。

（３）新たな取り組みと挑戦

近年の地球環境の悪化は、海流の変化、海水温の

上昇等の海洋環境にも影響が発生しております。

そこで、我々は広大な面積を占める海洋の未利用

エネルギーを有効に活用した発電等による二酸化炭

素削減に寄与できるシステムの研究・開発に取り組

んでおります。具体的には、閉鎖海域における水質

浄化をテーマとした研究開発、波力、潮力を利用し

た発電システムの研究開発を大学と共同で実施して

おります。さらには、世界的な海洋資源の保護と言

う側面から､マグロの漁獲露が減少する事を踏まえ、

浄化した閉鎖海域でマグロの養殖を実施する計画も

企画しております。この地域開発イメージを下記に

示します。

１．はじめに

株式会社ヒラテ技研は、１９ｓ７年に創設された

総合設計会社です。現在は、自動車、家電製品、通

信機器の設計を中心に、ソフトウェア開発など幅広

く展開しております。また、弊社のエコエネルギー

研究所においては．クリーンエネルギーをはじめと

した、環境に配慮したものづくりに関わる新エネル

ギーや省エネルギー分野に積極的に取り組んでおり

ます。

2．業務内容のご紹介

昨年、アノレゴア氏が「不都合の真実」を出版し

てノーベル賞を受賞し、環境問題に関して世界の

人々の注目を集めた事は非常に大きな功績だったと

思います。世界の気象状況を見ますと年々温暖化が

進み、このままだと２０５０年までには地球上の生

物の２５％が絶滅すると言われていますが、最近の

急激な温暖化の加速状況を見ると、動植物のみなら

ず我々人類もかなりの割合で人口減少が進み人類の

絶滅も絵空事ではない様に思えます。

今年７月の洞爺湖サミットは、議長国である曰本

にとって環境問題への取り組み姿勢が世界から問わ

れます。地球温暖化対策は、ビジョンをしっかりと

持った政策が必要であり、世界トップクラスの技術

力、資金力を有し、京都議定醤をまとめた国として

解決へのイニシアチブを発揮して頂けるものと期待

しております。

さて、弊社が取り組んでおります環境に係わる業

務を以下にご紹介致します。

（１）エネルギーコンサルティング

「エネルギーの確保｣、「エネルギー資源の有効活

用」および「地球環境の保全」は、われわれ２１世

紀に生きるものに課せられた最重要課題であり、豊

かで環境と共生する２１世紀のまちづくりのため、

自治体や民間企業向けの新エネルギーや省エネルギ

ーの導入支援を始めとしたエネルギー戦略をサポー

<つ）…… 、

′警護

ヨー盾

遅塁÷堅忠、，世
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新会員紹介曰本海ガス株式会社

｢総合エネルギーグループ」を目指す
１．はじめに

当社では「快適で豊かなくらしの創造と地球にや

さしい環境づくりに貢献する総合エネルギーグルー

プを目指す」という経営理念具体化の一環として、

昨年６月に都市ガス原料を天然ガスに転換いたしま

した。

天然ガスは不純物をほとんど含まず、地球温暖化

をもたらす二酸化炭素や、大気汚染・酸性雨の原因

となる窒素酸化物の排出壁も少なく、このクリーン

なエネルギー・天然ガスをご利用いただくことで地

球規模の環境保全に、より一層の貢献が可能になり

ます。

ご家庭での用途からビル用空調・産業用まで、エ

ネルギーに関するさまざまなサービスや高効率なエ

ネルギーシステムのご提案など、ワンストップで提

供させていただくために、これからも当社では「お

客さま主義」を貫き、地域社会のお役にたつ企業活

動を続けてまいります。

ａクリーンなエネルギーをお届けしています。

天然ガスは、燃やしても大気汚染の原因となる有

害物質を発生しません。ほかの化石燃料と比べて、

ＳＯＸ（硫黄酸化物)、ＮＯＸ（窒素酸化物)、ＣＱ

(二酸化炭素）などの排出が少ないクリーンなエネ

ルギーです。

ａ快適な空間をつくり活力ある都市を支えます。

オフイスビルをはじめ、さまざまな商業施設学

校や病院など、ガスはあらゆる都市空間で活用され

ています。なかでも空間の大小を問わず、フレキシ

ブルな対応が可能なガス空調システムは、今や都市

における空調の主流になっています。オフィスなど

の個別空調にはガスヒートポンプエアコン(ＧＨＰ)、

大型ビルや商業用施設全体のセントラル空調にはガ

ス吸収式冷温水発生機が活躍。また、ガスコージェ

ネレーションシステムの普及にも積極的に取り組ん

でいます。

回、

鱒Wli:涙'11蕊i蕊

I讓憲ｉ
ｌ透

Ⅳ配月UmmHR氾困F■

鰯

霊夢
４．多彩な特長を生かして産業の基盤左担います。

さまざまな産業分野の生産工場では、大量のエネ

ルギーが必要です。ガスはパワフルな火力や優れた

制御性・燃焼性などのメリットによって、常に産業

の基幹エネルギーとして重要な役割を担ってきまし

た。今後さらに環境にやさしいクリーン性、省エネ

ルギー性といったガスならではの特長への期待が高

まり、金属、自動車、医薬品、食品など一層幅広い

産業分野へ広がるニーズに、万全の供給体制でお応

えしていきます。

５．おわりに

今後、当社ではクリーンな天然ガスによる高度で

高効率芯エネルギー利用技術やガス空調システムの

普及促進を通じて、快適な暮らしづくりと環境に優

しい都市づくりに貢献してまいります。

－－－￣zT霧霧薫引

LNGサテライト設備

都市環境エネルギー第89号４７



新会員紹介

東北地方における地域冷暖房の可能'性
と末利用エネルギー活用への期待

東北文化学園大学大学院健康社会システム研究科

教授須藤諭

識され、我々も参加する建物のエネルギー消費実態

全国調査が大々的に行われるに至っている。

１．はじめに

わが国の地域冷暖房は発展が鈍化しているという

'１．地域冷暖房の全国導入地区数は１５１地区２１であ

るが、地方地域の差が大きい。特に東北地方はその

空白地帯となっている。単に導入地区数が増えれば

よいものではないが、地方地域による導入密度の違

いが、発展の停滞の一因となっていると言えよう。

私の所属大学は東北地方の百万人都市、仙台に位

置している。その仙台市にあっても地域冷暖房の実

施地区は１ヶ所存在するのみである。東北地方こそ

'よ都市環境と地域エネルギーのあり方を大いに検討

しなければならないと思われる。

新入会にあたり関連研究をご紹介し今後の期待を

述べたい。

４．東北諸都市の地域エネルギー消貿構造の評価

横浜国大の佐土原先生らは全国的調査から人□

５０万人以上の都市には地域冷暖房導入可能地区が

存在すると指摘された５１。そこで、先の建物エネル

ギー調査を生かす意味でも、東北の地域冷暖房の導

入可能性を評価することを目的に、地域エネルギー

消費構造の把握に取り組んだ。これはＧｌＳ技術を利

用して各都市の高密度地区を２５０ｍメッシュ単位

で地域エネルギー消費需要を推計するもので、東北

地方にも地域冷暖房導入の可能性の高いメッシュが

多数存在することを示した５１゜

これら需要側の評価を一応終えたので、昨年度か

ら東北諸都市の末利用エネルギーの活用可能性調査

に取り組み始めたところである。

２用蒜複合建築建物の設備負荷に関する調査研究

私の恩師は当協会理事長の尾島俊雄先生で、早稲

田大学大学院において用途複合建築物の設備負荷に

関する調査研究なるテーマで学位を頂戴した3)。

用途地域制度は職住分離を顕在化させ、大都市で

は昼夜間人口較差の拡大から都市供給処理施設の利

用効率が低下する。このような問題の解決に対して

用途複合建築の果たす役割が大きいという視点のも

とに、エネルギー設備等の負荷に対して建物の用途

複合による平準化効果を体系的に整理し解明した。

この研究における平準化の理論は、現在的テーマ

となっている「建物間エネルギー融通による平準化

効果」の理論と共通するものである。

５．おわりに

当協会には１９８５年の欧州国際空港の地域冷暖

房調査団コーディネータとしてお世話になりました

が、それ以来２０年ほど遠ざかっていました。今年

度、当協会が事務局として推進するＮＥＤＯ事業「下

水を活用した面的熱供給研究会」の委員に招聰いた

だきましたのを契機に、協会個人の正会員として入

会させていただきました。今後は特に東北地方の地

域冷暖房の発展に寄与していきたいと考えておりま

すので、会員皆様のご指導をお願い申し上げます。

３．東北の建物エネルギー消費特性の調査研究

仙台に着任して１５年ほどが経つが、当初に取り

組んだのが建物エネルギー消費特性の調査である。

当時この手の実態データ整備は関東圏中心で進んで

いたので、例えば省エネルギー法の基準にしても地

方への考慮が薄く、早急に取り組むべきと判断され

た。この仕事は東北美Ｔ大の三浦先生や東北工業大

の渡辺先生らと協力して進め、建物エネルギー消費

実態の東北版４１を整備することができた。当時では

わが国最大サンプルを得た調査であった。これを基

に建物エネルギー消費診断ガイドなども公開した。

今般、このようなデータベース整備の重要性が認

1）都市環境学教材編集委員会絹著：都市環境学（9.ａ地域
冷暖房)、ｐｐｌ３７－１３Ｂ、森北出版、2003.05

2）2006年１０月現在、社）曰本熱供給事業協会ＨＰ
3）須藤諭・尾島俊雄：建築物の職住用途複合にともなう負
荷の平準化に関する研究、１９９３０１，曰本建築学会計画
系論文報告集NO44app31-40、曰本建築学会
4）須藤諭・三浦秀一・渡辺浩文：東北地方における業務用
建築のエネルギー消賀実態調査く第２版＞、東北都市環境研
究グループ、２００００１．

５）佐土原聡他：曰本全国の地域冷暖房導入可能性と地球環

境保全効果に関する鯛査研究、日本建築学会計画系論文集、
No510、ｐｐ６１－６フ、１９９B・ＯＳ、日本建築学会
6）須藤諭：地域エネルギー消費棡造の評価に関する試み、
単著、２００６．０８．、仙台都市研究ＶＯＬ５２００ａｐｐ３１‐

４４、東北都市学会
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平成１９年度都市環境エネルギー技術研修会（東京）開催報告
トワーク化について」とエネルギーのネットワーク

化を意識したテーマで講義をおこないました。講義

後半には「データベース構築分科会報告」と当協会

技術委員会の曰頃の活動報告をさせて頂き、内容の

充実した技術研修会が開催出来たのではないかと考

えております。

協会会員及び一般会員約１１０名もの方にご参加

頂き、また翌曰の施設見学会にも多数参加頂きまし

た。最後に御協力頂いた㈱大林組殿、品川熱供給

㈱殿、東京ミッドタウンマネジメント㈱殿及び講師

各位に深く御礼申し上げます。

平成１９年１１月１日２曰と２曰間にわたり都市

環境エネルギー技術研修会（東京）を開催致しまし

た。第一曰目は㈱大林組殿本社会議室にて講義、第

二曰目は午前「品川東口地域冷暖房施設｣、午後｢東

京ミッドタウン熱源プラント｣の見学会を行いまし

た。第一日目午前に芝浦工業大学の村上教授による

基調講演「サーマルグリッドとマイクログリッドに

よる地域エネルギーの新展開｣。続いて「冷・温水

地域導管のネットワーク化展開のための技術開発｣、

｢横浜市総合リハビリテーションセンター等ＥＳＣＯ

事業｣、「名駅東および名駅南地区地域冷暖房のネッ

臨時理事会開催報告
間報告)、議２号会員入退会の承認案の２議案が審

議、承認されました。

平成１９年１１月１３日東京都千代田区の「九段

会館」において、臨時理事会が開催され、議1号都

市環境エネルギー協会の今後のあり方について（中

｢地域冷暖房セミナー－ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用の促進に向けて-」開催報告
今年度の地域冷暖房セミナーは、北海道東北ブロ

ック（北海道７月開催)、中部ブロック（名古

屋．１１月開催）に続き３回目。

２００８年から京都議定書の第一約束期間に入っ

ており、ＣＯ２の排出壁が増加傾向にある民生、運輸

部門での排出量削減は大きな課題となっています｡

街づくりにおける省CO2化の主導的役割を担う地

方自治体の担当者の関心は､いずれの会場でも高く、

セミナーと同時に開催された地域冷暖房プラント見

学会も盛況。

当協会では、来年度も関係省庁・団体・企業の協

力のもと、同様のセミナーを開催予定であり、具体

的に地域冷暖房等の導入を検討している自治体への

フォロー等、省CO2型街づくりの推進に役立てるよ

う理解・普及促進活動をしていくつもりです。

当協会では、㈹曰本熱供給事業協会との共催で、

平成２０年２月１曰（金）、東京ビッグサイト内会議

室において「地域冷暖房セミナー」関東ブロックセ

ミナーを開催しました。

受講者は、実際に街づくりに携わっている自治体

の都市計画や環境部門の担当者。

最近のエネルギー情勢、環境保全の観点から、効率

的な活用のために、エネルギーの面的利用が重要で

あり、そのためには、都市計画の中にエネルギー利

用計画を組み込むべきであるとする経済産業省資源

エネルギー庁電力・ガス事業部政策課課長補佐須山

照子氏の講演や､省CO2型社会を構築するためには、

自治体が率先してエネルギー計画も含めた街づくり

を推進すべきであり、そのための施策を説明した国

土交通省都市・地域整備局市街地整備課流通係長赤

堀圭佑氏、また具体的な地域冷暖房の導入手法、事

例等を説明した曰本環境技研の福島朝彦社長の講演

などに熱心に耳を傾けていた。

都市環境エネルギー第89号４９
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L】フ野2WでＵＵ１菌トンマロ''四
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ＤＯ－ＯＯＯ５東原都千代田区丸の内3-2-3房

ＴＡＫＥＮＡＫＡ
ＣｏＲＰａ副ＲｎｏＮ
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皿
⑰

建築を通じて持続可能な社会へ。
想０１をがたちに
-----二--.--.二．＿------.-

密竹中工務店
例えば､ヒートアイランド対策､桁エネルギー､ＣＯ２の排Ⅱllit抑制・…。

建築に探せられたテーマは､たくさんあります。

杁たちは､皆さまのパートナーとして

サステナプルな社会を一紺に築き上げたいと願っています。

ｗｗｗ､takenaka,cｏｊｐ

おl､い合わせは 広趨田へ

T135CC75更頁屈正典区仔融１丁目Ｉ１ＴｅｌＯ３(6810'５１４０

〒541-0C５３大蘭雨中史Ｚ本日J4丁目１．１３TelO6162631'5505
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大成匝股の先逸コンクリート技術

ＴＬＲＣ＃
TAISEI-RclnfoにｅｄＣｏｎＥ応tｏＰＩｕＤ

霞
名Mﾄ大成建設
TAIS[Ｉｗｗｗ・taisei,cojPノ

大成建設は超高強度コンクリートのパイオニアです。地図に残る仕事。
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…
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il士ｌｌＬｉ￥ＩＩＬクリーン１２，２(輝の十へくそlbl蝉するこどで．ｉｙ､/凸9,か．（ｉ)'11すり)↓よ．よＩ）ｌ】'1燈乍力'６
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持続可能な街づく
りを目指して ；

藏'１１芸ﾄﾞﾛ蕊識
刮函こ＝二＝９厘

11］

札幌駅南ロ地区 汐留北地区

咄曰本設計
ＮｌＨＯＮ
ＳＥＫＫＥＩ

代表取締役
六鹿正治

本社東京都新宿区西新宿2-1-1新宿三井ビル

東京都新宿区西新宿6-5-1新宿アイランドタワー
札幌支社札幌市中央区北一条西5-2-9北一条三井ビル
名古屋支社名古屋市中区錦町1-17-13名輿ビル
関西支社大阪市中央区高麗橋4-1-1大阪興銀ビル

九州支社福岡市中央区天神1-13-2福岡興銀ビル

htlp://wwwnihonsckkcicojp

〒163-O430TELO3(3344)３１１１

〒I63-1329TELO3(5325)8300

〒O60-OOO1TELO11(241)3381

〒460-OOO3TELO52(211)3651

〒541-OO43TELO6(6201)0321

〒８IO-OOO1TELO92(712)0883

機関紙T地鰯冷暖房型（'曰称）
ＣＤ－ＲＯＭ版（１＝～カニ）

社団法人都市環境エネルギー協会では、これまでに発行した機関紙（１号～７７号）をまとめて
CD-ROM化し頒布しております

地域冷暖房に関する貴重な技術情報であるだけでなく、地域冷暖房の歴史、変遷を知ることがで
きます。

「

会員2,500円

一般3,500円

(送料別途）

也域竃麗Jii無,熱冷暖房鰯
_ヨーーー

ililiil2Iiiliijiiiiii
鑓雛洵包0鰐

Ｌ＿
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ｒエネルキーターホ

で蒄占会H二賃

湯薦cヒアリング賊
JＦＥJFEエンジニアリングは最先端の技

術で、省エネルギー、未利用エネル

ギーを活用し、地球環境に配慮した

エンジニアリングを展開します。 ＪＦＥエンジニアリング株式会社

く営業品目＞エネルギーエンジニアリング事業部

地域冷暖房熱供給導管、コージェネレーシガス営業部都市産業エネルギー営業室
ヨン

〒163-1014

東京都新宿区西新宿3-7-1

新宿パークタワー14階

ＴＥＬ＜０３>3340-6067ＦＡＸ＜03>3340-6138

オンサイトエネルギー供給システム

水和物スラリ潜熱空調システム

都市環境エネルギー第89号５３

’５１
l■■■■■

￣ 旦宝曰
ピムマ

■し 圧ぞL▲ゴ▲

■■▼

｢と

UlihF2

インバータ付（オプション）

巴岳一山■－－四四出■̄ ■

二二二丁

●ＣＯＰ

■句

(機種、要項条件により若干異なります。インバータ付
の場合、年間消費電力園がさらに削減できます。）

●有資格者不要、分割搬入可能§
(低圧冷媒HCFC-12aHFC245faを使用）

１０・‐

RTCターボ冷凍■（インバータ■）趣分負荷特性

1７０

lii
I２ｏ

Ｕ１・

1,.

０．

０‘

*HFC245faの特性は、ＯＤＰＯ，ＧＷＰ９５０.大気碍命７．2年です。７，

●低騒音、低振動(電動機直結）

●信頼性の向上(羽根車背面配邇によるスラストカ低減）

●氷蓄熱時ＣＯＰ＝４．ｓを実現(-5℃冷却水2B℃）

５

４

''三二二三＝
、２４℃

･詔：
、露、

L－

Ｏ１０ 2ｑ、四ｍ国刀ＣＯ■１００

冷凍BE力（兜）

●高性能マイコン盤搭載により管理の省力化劉男鶏謡j､:麓8銭:謡:元…でず.
１２３）－回唾データからの佃丘凹口百ヶＦす．

荏原冷熟システムは「製造・販売・メンテナンス」の一貫したUI2iQ推進体制を確立し、より良い製品・サービスを提供させて頂きます。

墨 Ｅ己ARA 荏原冷熱システム株式会社
本社Ｉ〒Ｍｑ津００４ｓ東京都大田区羽田５．１．１３ＴＥＬ０３．３７４３７ｓ００

大匝豆２匹：〒s5500D1大飯府大願Tﾛ西混Ⅱ[区佃4.7.STELOSC47Bぐ04ｓ

中:詞古血：TELO52･SSS532S九州支匿：TELOg2G220240
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油といえば、ニューヨークで、原油価格が－時的に史上初

めて１バレル１００ドルを突破。大方の予想通り．原油価格は、

下方に転じるか？

経済は、昨年から続くサププライム問題が年を越えても余

震が続いている。どこかで好転するのか？

環境問題では、この４月から、京都議定悪の第一約束期間が

開始。洞爺湖サミットで、日本の存在感のアピールはできる

のか？CO2排出団削減目標に後ろ向きと椰楡された日本だが、

反転攻勢はできるか？

さて、２００８年の一文字ですが、私の予想は…「転｣。でも

転ぶんじゃなくて、「災い転じて福となす」の垣昧で。しかも、

福を待っているのではなく、自ら行動し幸禍をつかみとれと

いう意味ですので…。

都市環境エネルギー協会・業務委員会は、本年も地域冷暖

房セミナーなどを通じて、会員の皆様、自治体、街づくりの

関係団体・企業様に「福」をもたらせるよう、「環坦・エネル

ギー」の最先端↑iO1報をお届けしたいと考えております。

都市環坦エネルギー協会業務姿口長皆川量一

２００７年は、何も信じられなくなった「偽」の年。
では２０ＯＢ年は？

京都肺Oj水寺買主が大きく揮毫した「偽」の文字をテレビな

どでご覧になった方はとても多いと思います。

これは、財団法人日本漢字能力検定協会が毎年年末に公募

により－年の世相漢字を決定し、洩字の奥深い意義を伝授す

る活動を厩１１Mしているそうです。

応雰者が「偽」を選んだ理由は、「相次ぐ食品偽装問題」

｢政界に多くの偽り発覚」「老舗商品偽装が連発」などが、応

募者の麓として寄せられたとの瓢でした。

さて、無謀にも本年の漢字を先銃みしてみました。

まずは政治経済。本年は、アメリカ合衆国大統領選挙の年。

民主党か共和党か？ヒラリーかオバマか？

この二人のキーワードは「ＣＨＡＮＧＥ」で、日本語では「改

革」と訳しているケースが多い。いづれにせよ、米国政策の

転換がなされそう。

また、【壁】内では、「給油国会」から「ガソリン国会」が中休

み２日で、始まりました。冒頭から油まみj､の状況。

広報委員会

委員長

HII委口艮

委貝

砺田広〔荏原冷然システム㈱〕

牧野俊亮〔㈱関電工〕

赤沢修一〔JFEエンジニアリング(欄〕／加用叉実〔腕鳥越劉如

坂□ひろし〔大阪ガス㈱〕／柧田俊弘〔㈱日立プラントテクロノジー〕／牧野則行〔荏原冷熱システム(欄〕
三宝真彦〔新日鉄エンジニアリング城'〕／渡週聡〔東洋鮪工業綱〕／渡避ロ次〔新日本空調油〕
中村司朗ZIE務局
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